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Ⅰ．課　　題

　北海道は我が国農業の中では抜きでて大規模化が

進んでおり，これまで構造政策の優等生と形容され

るなど，都府県で課題となるような「構造問題」か

ら脱却している地域である。

　それをもたらしたものとして，高度経済成長期に

１つは狭隘な労働市場下における農民層分解であ

り，大量の離村離農発生と跡地を集積する規模拡大

旺盛な専業自作農の展開があった。２つに，農民層

分解に伴い，農地市場が低地価の下，農地売買の性

格を持っていたことである。３つに，その専業自作

農層によって農村集落が構成され，集落自体も等質

性をもって推移してきたことである。このように北

海道における大規模農業の形成は上記のような農村

社会の構成要素＝農家，土地，集落の動きによって

規定されてきたのである。

　具体化して言えば，北海道農村社会の構成要素＝

農家，土地，集落は次のような特徴－その共通項と

して流動性－を持っていたと言える
１）
。

　１つに，農家は農地改革をはさみながらも，戦前

・戦後の開拓と団地的土地所有から出発した大面積

の自作農である。それは高度経済成長期以降も農外

就業機会が希薄に置かれた下，専業経営下限規模の

上昇に対応して常に規模拡大を進めており，分厚い

等質的な大規模専業自作農層＝中農層として展開し

てきている。同時に，希薄な就業機会の下で農家は

定着性に乏しい状況にあり，離農者の離村と都市地

域への転居に見られるように地域内外への移転が激

しく，流動性を持つ存在であった
２）
。

　２つに，明治期以降の開拓地であることから，土

地は歴代の家産という側面より，生産手段という側

面の方に重み付けられてきている。そこでは大量の

離村離農に伴う農地一括売却が農地供給の主要をな

してきた経過がある。低地価（農業収益の地価形

成）の下で資産的土地所有が発現せず，より生産手

段として重み付けられた農地所有構造が農地の流動

性を促し，そのなかで売買による農地移動が活発に

展開してきたのである。特に，多額の資金を要する

農地購入が負債累積を招き，それがまた離農に伴う

売却に結びついてきていた。

　３つに，集落は入植時の地縁的互助組織として出

発し，府県農村のような近世以来の自治村落として

の性格は欠如しているが，農協下部組織の農事実行

組合が集落としての性格を補完してきた
３）
。それは

専業自作農集団として構成され，離農跡地再配分

（売買）の機能も果たすなど
４）
，生産局面を紐帯に

結合された機能的な農業生産者集団である
５）
。換言

すれば，個別経営群の展開状況変化に即し，集落の

あり方もまた変化せざるを得ないのである。これに

関連し，集落構成員の継続的減少も作用して集落の

統合・再編が実施され，その範域自体は－必ずしも

固定的ではない－流動性を帯びた性格を保持してい

る。

　このように北海道農村社会の特質は激しい農家数
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減少と農業構造の変化，規模拡大と不可分に結びつ

いてきたのである。

　しかし，1980年代後半以降では様相が異なってき

ている。そこでは高齢農家の増加，その農地貸し付

けによる離農＝土地持ち非農家化によって農家数減

少が加速するとともに，農地流動形態としても売買

に代わって賃貸借が急増している。即ち，離農に伴

う農地貸付け，一方での受け手側による借地規模拡

大という構造変化が強まっているのである
６）
。同時

に，離農者の居住地としては農村内に留まる傾向が

強く，農村集落の構成にも変化が生じている。特

に，こうした動きは道央水田地帯で顕著であり，

土地持ち非農家増加の一方で，大規模化を図る農家

群では借地がウエイトを増し，農家階層構成も分化

・異質化しつつある。あわせて，最近では担い手と

して農家以外の農業事業体の比重も高まってきてい

る。このように農村社会構造の変化とともに，農業

構造変化のあり方にも変化が生じているのである。

　以上を踏まえ，本報告の目的は1980年代後半以降

の北海道農村社会－農家，土地，集落－の展開，特

質と農業構造変化との具体的関係を解明するととも

に，農業構造の将来展望を明らかにすることである。

以下では主に農業センサスデータを利用しつつ，第

１に自作農の性格変化を農家・農地継承の観点から

検討する。第２に農地移動の形態として，その変化

＝賃貸借急増に関して検討する。第３に土地持ち非

農家増加＝構成員が異質化する中での農村集落の特

徴を検討する。第４に農家，農家以外の農業事業体

における農地の動きを示した後，中核農業地域を対

象として農業構造の将来を展望する。

Ⅱ．農家の動向

１．農家数減少と農家１戸当たり世帯員数の減少

　我が国農業では1985年を画期として以降，昭和一

桁世代のリタイアを背景として，全国的に農家数減

少とそれに伴う農業構造の変化が進んできている。

ただし，都府県と北海道とではやや異なる動きを示

している。

　最近の都府県では農家数減少がやや緩慢となって

きている。第１に，1960年代以降の高度経済成長期

の中でも1970～1975年期は顕著な農家数減少を示し

たが，低成長期＝1975～1985年期になると減少は緩

やかとなった。第２に，1985～1990年期において

9.2％の高い農家数減少率を示すと，その後の1990

～1995年期には10.1％と史上最大の減少率を示し，

1990年代前半まで減少が加速していた経過がある。

だが，第３に1990年代後半以降では地域差を伴いつ

つも，農家数減少率は緩やかに低下してきているの

である（それでも1995～2000年期は9.3％，2000～

2005年期も8.6％の減少率を示す）。

　対して，北海道では同じく1975～1985年期間に農

家数減少が緩やかであったが，1985～1990年期に減

少率12.7％と再び激しさを増すと，以降も高い減少

率が継続されている。特に，2000～2005年では

10,500戸減少し，15.4％の減少率を示して加速傾向

にある。この減少度合いは高度経済成長期（1960年

代後半～70年代前半）に見られた激しい農民層分解

の動きに匹敵するものでもある。その結果，この

1985～2005年の20年間に限定しても，農家数は

109,315戸から59,108戸へとほぼ半減しているので

ある。

　こうした北海道における激しい農家数減少には，

狭隘な労働市場によって若年層の他出流出が促され

てきたことによる，後継者不在高齢農家の増加，及

びその大幅リタイアが作用している
７）
。同時に，そ

れは世代構成面における農家継承の不安定性を示す

ものでもある。

　第１図は農家一戸当たり世帯員数の減少，即ち世

資料：各年次農業センサス
注）総農家の値で示している。

第１図　農家一戸当たり世帯員数の推移
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帯規模の縮小動向を示している。

　世帯規模の縮小は戦後以降の傍系世帯員，次いで

その後には後継者世代を含む若年世帯員の流出によ

りもたらされており，ここでは地域差を見せる我が

国農家世帯の中でも典型的な地域を選定している。

即ち，北海道に加えて，東日本から世帯規模の大き

い東北，西日本からは世帯規模の小さい山陽，さら

に最も世帯規模の小さい南九州である
８）
。それを見

ると，北海道における世帯規模の縮小が急テンポで

進んでいることがわかる。

　1950年時点での北海道の世帯規模は6.6人であり，

小世帯規模である山陽，南九州の5.5人，都府県平

均の6.1人を各々1.1人，0.5人上回り，大世帯規模

である東北の７人と並び多数の世帯員を農家内部に

取り込む構成にあった。だが，その後，都府県平

均，東北，山陽では相互の地域差が維持されつつ，

並行的に世帯規模が縮小しているのに対し，北海道

（さらに南九州）は大きな変化を見せている。

　高度経済成長期を含む1955年以降，北海道では南

九州と同様に世帯規模の縮小が急速に進み，1975年

には遂に都府県平均を下回る。さらに，その後の低

成長期以降（平成景気期も含め）も継続的に世帯規

模を縮小させてきた結果，2000年では世帯規模が

4.0人にまで減少している。そこでは東北の4.6人を

0.6人下回り，山陽の3.8人を上回るものの，後者と

の格差は僅か0.2人となっている。この北海道の世

帯規模縮小の推移を見る限り，明らかに東北の型を

離れて，南九州の型に接近していると言える（2005

年センサスにおける世帯員の動きに関しては全国的

に異常数値の恐れがあり，留意が必要である）。

　以上の動向は北海道農家における激しい若年世代

の流出状況－狭隘な労働市場が作用し－を示してい

る。同時に，これが後継者不在の一世代化，高齢化

の進行にも直結しているのである。

２．農家の世帯・世代構成

　第２図は全国農業地域別に一戸当たり世帯員数と

65歳以上人口割合の２つの指標をクロスさせ，それ

を1960年と2000年の２時点で比較したものである。

　この２つの指標を選択したのは40年間に亘る農家
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資料：各年次農業センサス
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注) 本来であれば，２時点比較として，高度経済成長期以前の1950年代前半期と最新の2005年センサスとで比較するところであ
るが，そこには農家人口高齢化－ここでは完全な高齢者として，男子生産年齢人口（60歳未満）の最大限界をさらに５年経
過した65歳以上（女子も男子と同じものとして規定した）を指標としている－の把握について以下の困難が生じている。

　　　即ち，１つに昭和30年（1955年）では65歳以上人口は示されず，60歳以上としか把握できない（その前は昭和21，22年に
まで遡り，しかも前者では年齢構成が調査されておらず，後者でも最高齢は61歳以上としか把握できずに以降の高齢区分と
は異なっている）。２つに直近の平成17年（2005年）にしても，年齢別世帯員数が総農家では調査されておらず，販売農家
でしか把握できない－即ち総体としての人口構成が示し得ない－状況にある。

　　　従って，当図では昭和35年（1960年）と平成12年（2000年）とで比較を行っている。

第２図　　農家世帯員・人口構成の変化



世帯員構成の変化を統一比較できる指標が限られて

いること，一戸当たり世帯員と高齢人口割合は若年

労働力の在宅動向に左右されるものであって，農家

継承の条件を端的に示すからである。そして，これ

について全国平均を基点として見ると，座標の左上

に世帯規模が小さく，高齢人口割合の高い地域，対

して右下には世帯規模が大きく，高齢人口割合の低

い地域が位置づく。

　1960年時点を見ると，前者では近畿，山陰，山

陽，四国の西日本地域（南九州は世帯規模が最小で

あるが，高齢人口割合は全国平均よりはやや低い），

また東海，東山が位置づいている。同時に，後者で

は北海道，東北，北関東の東日本地域，さらに北

陸，北九州が位置づいている。北海道に関して言え

ば，その世帯規模は東北に次いで大きく，また高齢

人口割合は最も低く，東北と並ぶ東日本地域の典型

であった。

　だが，高度成長期をはるかに過ぎ，最近になると

様相が異なっている。各地域で若年世帯員の流出＝

世帯規模縮小と高齢化が進行したものの，依然とし

て右下座標には主に東日本地域，左上座標には主に

西日本地域が位置している。とはいえ，労働力市場

の展開度合いに即して地域差も生じており，労働市

場が開けた東海，近畿は若年層流出が緩慢なために

右下座標へ，また労働市場が狭隘な南九州は激しい

若年層流出が進み，左上座標のトップに移行してい

る。だが，最も大きな変化を示したのは北海道であ

り，唯一の地域として右下座標から左上座標へ移動

し，山陰，山陽，四国等と並ぶようになったのであ

る。

　こうして北海道は世帯規模大・高齢人口割合低位

から，世帯規模小・高齢人口割合高位の地域へ移行

しており，高度成長期以降における若年労働力流出

がいかに激しかったかが示されるのである。

　第３図は，そうした一世代化，高齢化の最近の到

達点も含め，農家継承の動向を全国的に示したもの

である。そこでは概ね日本列島を東から西に向かう

につれて農家継承が不安定となるが，大きくは３つ

のタイプに類型化できる
９）
。

　１つは東日本地域を中心としており，東北に加

え，早くからの労働市場展開とそれによる恒常的勤

務が深化している北陸，関東，東海，近畿等の平坦

資料：2005年農業センサス
注） 販売農家の値で示している。

第３図　　農家継承の地域差
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水田単作地域である。同居農業後継ぎを確保した農

家率が高く，従って一世代世帯農家率，高齢専業農

家率は低い反面で三世代世帯農家率が高い地域であ

る。東北を除けば就業機会に恵まれた中で，我が国

農家家族の典型とも言える多世代世帯構成が維持さ

れており，最も農家継承の安定的なタイプである。

東北に関しては高度経済成長以降も十分な就業機会

は開けてはいないものの，自作地規模が相対的に大

きく，労働力を必要としたことと同時に，大都市地

域への出稼ぎによって多世代世帯構成を維持してき

たと言える。

　２つに，西日本地域を中心としており，中山間地

を多く含む山陰，山陽，四国に加えて北九州，さら

に遠隔畑作農業地域であって労働市場展開が遅延＝

恒常的勤務化の度合いが低い西南日本の南九州，沖

縄である（東日本地域の中でも中山間地域の東山は

ここに入る）。同居農業後継ぎを確保した農家率が

低いために一世代世帯農家率，高齢専業農家率は高

く，反面で三世代世帯農家率が低い地域である。こ

の点から，農家継承の不安定なタイプと言える。た

だし，他出農業後継者がいる農家率は高く，特に山

陽で目立つ状況にある。

　３つに独特なのが東日本に位置しながらも，西日

本的な性格を併せ持ち，南九州，沖縄と同じく労働

市場展開が遅れ，恒常的勤務化の度合いが低い北海

道である
10）
。そこでは同居農業後継ぎを確保した農

家率が低い中で，一世代世帯農家率，高齢専業農家

率は高く，対して三世代世帯農家率は低まっている。

特に，同居農業後継ぎがいる農家率は沖縄，南九州

に次いで低いと同時に，他出農業後継者がいる農家

率は全国最低の水準にある。こうした下，一世代世

帯農家率は山陰，北九州を上回り，高齢専業農家率

でも山陰を凌駕し，北九州と並んでいるのである。

　以上，東日本地域では同居後継ぎが確保されてい

る点で，西日本地域では他出後継者が確保されてい

る点で農家継承を遂行しようとしているが，北海道

では両者の確保水準がともに低いことが特徴であ

る。それだけ世代交替を困難とする農家が多く，農

家継承が最も不安定なタイプとなっている。あわせ

て，世代構成について見れば，同じく遠隔畑作農業

地域である南九州，沖縄に接近した形態と言える。

３．離農農家の性格

　そして，以上に見たような相違は離農形態に影響

を及ぼし，これを媒介として農地の貸し手である土

地持ち非農家の形成度合い，性格に影響を与えてい

る。今日，農地供給者としては農家貸付けより，土

地持ち非農家の存在が大きく，後者の形成テンポの

早い地域ほど農地賃貸借が進んでいる。

　1990年代後半における離農農家の性格（離農前の

就業状況）を第１表で見ると，労働市場の展開動向

に即して，地域性が生じている。

　１つには離農に占める「世帯主恒常的勤務Ⅱ兼」

割合が高く，「男子生産年齢人口のいない専業農

家」の割合は低い地域である。これは安定就業農家

の離農が多いこと，同時に（男子後継者が確保され

た）多世代世帯として維持されていることから，地

域における定住性の度合いも高いことも示す。典型

的には北陸を筆頭に概ね東北，関東，東海，近畿が

位置づき，東北を除けば地域労働市場が展開してい

る地域である。

　２つに「世帯主恒常的勤務Ⅱ兼」割合が低く，

「男子生産年齢人口のいない専業農家」の割合は高

い地域である。これは就業機会に恵まれない中，男

子後継者が他出した高齢農家の離農が多いことを意

味している。即ち，安定兼業の機会が希薄な中で次

世代も不在な高齢者世帯が目立つ点で，定住性に不

安を残していることも示す。ここには北海道を筆頭

に遠隔地域の南九州，沖縄，次いで中山間地を抱え

る山陽，四国が位置づいている。

　即ち，早くから労働市場が展開した北陸を中心に
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第１表　　離農農家の性格の地域性

（単位：年，％）

　1990～1995年 1995～2000年

地域 世帯主恒 世帯主日 世帯主自 男子生産 世帯主恒 世帯主日 世帯主自 男子生産

常的勤務 雇・臨時 営兼業Ⅱ 年齢人口 常的勤務 雇・臨時 営兼業Ⅱ 年齢人口

Ⅱ兼 雇Ⅱ兼 兼    のいない Ⅱ兼 雇Ⅱ兼 兼    のいない

業専業専

北海道 10.1 6.8 2.7 16.9 9.6 4.6 2.9 17.9

都府県 15.8 3.4 4.6 6.6 16.1 2.4 4.7 8.2

東　北 18.7 8.5 5.2 6.0 19.9 5.8 5.5 7.1
北　陸 25.8 4.3 6.0 5.2 27.4 3.0 5.9 6.6
北関東 19.9 3.5 6.4 4.8 20.4 2.4 7.2 6.1
南関東 15.1 2.7 6.0 3.6 16.8 2.2 6.6 4.9
東　山 11.1 1.2 3.2 6.7 10.7 0.6 3.3 8.1
東　海 15.8 1.6 4.6 3.3 15.4 1.2 4.9 4.5
近　畿 15.0 1.6 5.4 4.4 14.5 1.2 5.1 5.9
山　陰 14.3 2.4 3.6 8.8 16.1 1.5 3.5 10.2
山　陽 13.0 1.5 2.8 10.2 11.9 0.9 2.6 12.1
四　国 11.3 2.7 3.6 8.3 11.2 1.8 3.4 11.0
北九州 16.1 3.5 4.0 8.0 16.0 2.5 4.2 10.3
南九州 8.1 3.1 2.3 13.4 8.6 2.1 2.3 15.1
沖　縄 12.0 3.0 2.5 11.6 9.0 2.0 2.4 13.2

資料：農業センサス農業構造動態統計

注１） 離農総数に対する割合を示す。

　 ２） 離農総数の中で分類できるのは販売農家のみである。自給的農家の

　 　　 離農は自給的農家の離農としか把握されていない。
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東北，関東，東海，近畿等では直系３世代世帯構成

にある兼業農家が離農した後も，在宅の他産業労働

者世帯として地域内に定住する高位定住化社会が維

持されている
11）
。だが，北海道では不安定兼業の離

農の上に，家の再生産困難な高齢農家の離農が多

く，離農農家の生活は厳しい状態にある。ここから

挙家離農を含め，依然として農村から都市地域へ向

けた人口・労働力の移動も進まざるを得ず，流動性

を帯びていると言える。

  このように不安定就業地域では農地を貸付けてス

ムースに離農しつつ，地域に定住する安定的な土地

持ち非農家の形成が相対的に困難である。

４．土地持ち非農家の存在状況

　全国の動きとして，土地持ち非農家は1995年の90

万６千世帯から2000年にかけて19万世帯が増加し，

100万超－109万７千世帯－となったが，2005年にか

けては10万世帯程度の増加と鈍化し，120万１千世

帯に留まっている。だが，継続的な農家数減少に伴

って総農家数自体が280万戸となる下，現在では農

地所有者（農家＋土地持ち非農家）のうち３割が土

地持ち非農家となっているのである。

　一方，北海道になると土地持ち非農家のウエイト

が急上昇している。具体的に言うと，前期の1995～

2005年期間（14,912戸→13,854戸）は微減したもの

の，2005年では急増（17,436戸）し，その存在割合

も16.6％から22.8％に高まっている。即ち，既に農

地所有者の５戸に１戸強が土地持ち非農家と化して

いるのである。

  こうした中，第４図は土地持ち非農家世帯率の推

移，農地所有者世帯の構成を示している。

　従来，土地持ち非農家世帯率の地域性として，北

陸，東海を除く東日本地域より，九州，沖縄を中心

とした西日本地域が高い＝西高東低の地域差があっ

た。北陸，東海では水田単作地帯の下での地域労働

市場の展開＝兼業深化，西日本では零細な経営規

模，特に西南畑作地帯の南九州，沖縄では労働市場

展開が不十分な下での高齢専業農家化，そのリタイ

アが作用していた状況にある。

　だが，最近では土地持ち非農家世帯率の上昇とし

て，東日本が著しい一方，西日本では鈍化してお

り，その地域差も弱まりつつある。具体的に，全国

平均の上昇度合いを上回る地域として，東日本では

北海道，東北，北陸，北関東，西日本では近畿，山

陰，山陽であるが，その上昇度合いは後者地域で鈍

い状況にある。同時に四国，九州，沖縄になると，

全国平均を下回る低さが示されるのである。

　ただし，現時点でも従来の地域差自体は確認され

る。特に，北陸を筆頭に東海，北九州，南九州，沖

縄の土地持ち非農家率は高く，既に農地所有者世帯

）年5002：合割成構の帯世者有所地農２のそ（移）推の率帯世家農非ち持地土１のそ（

第４図　　土地持ち非農家世帯率の推移，及び農地所有者世帯の構成

資料：各年次農業センサス

注１) 土地持ち非農家世帯率＝土地持ち非農家世帯数／（土地持ち非農家世帯数＋総農家数）

　　2) 農地所有者世帯の構成割合＝農家＋土地持ち非農家の合計数に占める，販売農家，自給的農家，土地持ち非農家の各々の存在割合。
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の３戸に１戸が土地持ち非農家と化している。一

方，上昇したといえども北海道，東北は依然として

土地持ち非農家世帯率が全国最低水準にある。地域

労働市場の広がりに欠け，自作地規模の大きい農家

層も厚いことから，未だ全国レベルには及ばないの

である。

５．小括

　北海道における農家数減少加速の背景には農家継

承の不安定性が存在している。狭隘な地域労働市場

の下，後継者層の農村外流出により，一世代（高

齢）農家の増加が促されているとともに，その大幅

リタイアによって離農が加速しているのである。反

面，この条件は今日までも続く，規模拡大の原動力

にもなっている。同時に，農地所有者としては土地

持ち非農家のウエイトが増してきていることから，

農地賃貸借展開の動きも問われるのである。ただ

し，それら離農者は不安定就業・高齢者世帯が中心

であることから，地域社会における定住に不安が残

されていると言える。

（補論：ただし，農家世帯員規模の縮小動向で見た

ように2005年センサスにおける世帯員の動きに関し

ては異常数値の恐れがあり，世代構成のあり方にも

留意が必要である）。

Ⅲ．土地の動向

１．農地価格と農地移動の動向

　周知のように，北海道における農地価格（10a当

たり）は農産物価格低迷等により，1980年代中盤を

ピークに以降は低下してきている（第５図）。

　中田価格から言えば，それは1972～74年の列島改

造論を画期として以降に高騰を続け（オイルショッ

ク期も含め），1982年の52万４千円をピークとする

と，以降は下落の一途を辿っている。その推移とし

て，1980年代後半期は大幅下落を示すとともに，そ

の後も下降しつつ1990年以降では30万円台に突入

し，直近になると30万円を下回りつつある。中畑価

格に関しても，1984年の23万１千円をピークとしつ

つ，同じく1980年代後半に大きく落ち込み，その後

も下落が続く下で現在では13万３千円にまで低下し

ている。

　このような中でも，特に1980年代後半期の農地価

格急落に関しては次のように言える。即ち，同期間

は後継者不在の高齢化とともに，再び農家数減少の

加速（後述のように再び処分面積も増加）を見せた

時期であるものの，農業を巡る経済環境悪化の中で

は農地購入が控えられたのである。あわせて，同時

期以降では農地獲得の手段として，前節で見た土地

持ち非農家世帯率の上昇をもとに，賃貸借が伸びて

きている状況にある。

  第６図は北海道における離農跡地の処分面積推移

を示しており，それは４つの画期に区分される
12）
。

　第１に，我が国高度経済成長期の最終局面＝1970

年代初頭までの時期である。そこでは激しい離村離

農＝道内都市労働市場への移動が行われる下，農地

処分量も３万ha超過とピークをなしていた。同時

に，離農跡地の多くは活発な農地売買によって残存

農家に集積され，その自作地拡大に貢献していたの

である。

　第２に，1970年代初頭～経済の低成長期となる

1980年代初頭までの時期である。そこでは離農跡地

処分量が急減し，５千haを下回るにまで低下した状

況にある。これは農家数減少が緩やかとなる1975～

1985年期間にも重なり，離農沈静化が離農跡地処分

量の減少に直結した状況にある。同時に，同期間は

農地価格の上昇期であったが，その背景に関して言

資料：北海道農業会議「田畑売買価格等に関する調査結果」

注） 純農地＝都市計画法による市街化区域および市街化調整区域に関

　 　 する線引き指定が行われていない市町村の農用地区域内の農地。

第５図　　北海道における農地価格の推移（10a当たり）
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えば，1970年代前半期では列島改造ブーム（農外資

本による土地獲得参入）が作用した。また，1970年

代後半～1980年代初頭にかけてはオイルショックに

伴う景気停滞，それによる離農の減少＝離農沈静化

に伴う激しい農地獲得競争が作用したのである。

　第３に，1980年代前半～1990年代初頭期である。

そこでは農家数減少が再び激化する1985年以降を含

んでおり，離農跡地の処分面積増加が再び顕著とな

っている（５千ha台弱から１万ha台に回復）。同期

間は農地価格が急落した時期であるが，そこには

1970年代末期からの農産物価格低迷，生産調整強化

が作用するとともに，処分面積増加による農地需給

構造の緩和も影響していたと言える。あわせて，昭

和一桁世代も含めた高齢農家の離農増加，土地持ち

非農家化と在村離農の進行によって農地処分形態に

も変化が現れ，賃貸借が急速にウエイトを高めたこ

とも作用した。特に，1993年では賃貸借が売買を一

時的に上回っていた経過がある。

　第４に，1990年代初頭～現在に至る期間である。

継続的に激しい農家数減少が続く下，農地処分面積

も高い水準で維持されている。具体的に処分面積は

1990年代では１万から１万２千ha台で推移し，2002

年以降は１万ha弱で推移してきている。あわせて，

１つに同期間では依然として農地価格が低下してい

るが，それには先の継続的な離農進行も影響してい

る。２つに農地処分形態として，売買が賃貸借をほ

ぼ上回りつつ推移してきたが，最近では格差が消失

する状況にある。

　このように北海道における離農跡地の集積＝農地

流動化は売買を基本としてきたものの，1980年代後

半以降では賃貸借が大幅に増加しているのである
13）
。

ただし，注意すべき点として，この借地展開には北

海道農業開発公社による農地保有合理化事業の介入

－農地を中間保有（借地）した後に担い手へ売り渡

す－もあり，いずれは売買に至る農地も多く含まれ

ているという点がある
14）
。

　第７図は全国における農地移動の売買，貸借の進

捗度合い，地域性を示したものである。

  これは規模拡大に寄与する農地移動に限定してお

り（2000～2006年の動き），耕作目的の売買＝農地

法，及び農業経営基盤強化促進法による自作地の有

第６図　 北海道における離農跡地の処分形態別面積の推移

資料：北海道農務部「北海道農地年報」，及び北海道農政部「離農農家の保有

　　　　農地の権利移動状況調査結果」の各年次版

注１） 「所有権の移転」，「賃借権の設定等」はいずれも農業経営基盤強化促進

　 　　法と農地法３条によるものに限っている。

　 ２） 処分面積の合計には農地転用等を含まない。
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資料：農林水産省「農地の移動と転用」平成12～18年（2000～2006年）

注１） 2000～2006年間の農地移動面積累計／2000年の経営耕地総面積（農業

　　　 センサス）×100。

　 ２） 経営耕地総面積＝総農家＋農家以外の農業事業体（販売目的）の数値で

　　　 示している。

第７図　　農地移動の地域性
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償所有権移転面積，及び貸借＝農地法による賃借権

設定，農業経営基盤強化促進法による利用権設定

（うち賃借権設定）面積の割合で見ている。

　まず，全国的局面として，農地移動は売買から貸

借へ完全に移行したと言って良い。45度線を境とし

て，自作地売買割合が賃借権設定割合を上回るのは

既に沖縄，東京，大阪の３都府県に過ぎず，他の諸

府県は全て賃貸借割合が高くなっている。即ち，農

業地域として見れば，市場遠隔地・沖縄のみが売買

卓越地域に限定される状況にある。同時に，東京，

大阪では農地移動率自体が低位であるものの，大都

市圏域の条件が作用して売買割合が賃借権割合を上

回っているのである。

　こうした下，全国平均を基点として，第１に売買

移動率は高い反面，借地移動率が低い地域として，

上記の沖縄に加え，北東北・青森，南九州・宮崎が

指摘される。そこでは沖縄と同様，遠隔農業地域に

あって地価も相対的に低い条件が作用している。た

だし，沖縄では制度上の賃借権設定によらない借地

契約も多いことから，実際には同農地の割合もさら

に高まるものと思われる。

　第２に，売買移動率，借地移動率ともに高いのは

同じく遠隔農業地域の北海道のみである。従来，北

海道における農地移動としては低地価の下で活発な

売買が主体であったが，その勢いは依然として維持

されると同時に（全国最高位），借地展開も著しく

なっている。ただし，その借地進展は安定兼業が進

む都府県（南九州，沖縄除く）の農地市場類型化論

では捉えられない。北海道は全般的には専業的担い

手層が厚い構成にあり，そこに借地展開の背景を探

ることはできない。それは狭隘な労働市場の下，兼

業化が進みつつも臨時的・季節的な勤務形態が支配

的だからである。即ち，先の近年における高齢農家

の増加，その土地持ち非農家化によって借地が展開

してきているのである（後述のように，この動き自

体は他の以前からの高齢化諸地域と同じであるが，

北海道では経営規模が大きく平地条件にも拘わら

ず，同動きが急速な点で特異である）。

　第３に，売買移動率は低位な一方，賃借権設定率

が高いのは次の地域である。即ち，主要には北陸

（新潟，富山，石川），近畿（滋賀）という流動化

先進地に加え，北九州（福岡，佐賀），山陰（鳥取，

島根），山陽（広島，山口）といった諸県であり，

水稲単作的な地域も散見される。これには農地市場

構造の借り手市場化＝借り手少数化と一方での貸し

手増加が作用している。無論，上記諸地域の中でも

借り手市場化進行の背景には違いがあり，特に北

陸，近畿と山陰，山陽に関しては前者が安定兼業深

化，後者では中山間地域を多く含む条件の下での高

齢農家化が影響している様相にある。

　第４に，売買移動率，借地移動率ともに低位な地

域であり，東北，北・南関東，四国，九州が目立つ

（特に借地移動率が低いのは関東の茨城，千葉，神

奈川，東山の山梨，南近畿の奈良，和歌山，そして

高知である）。そこでは相対的に野菜・果樹作（施

設園芸を含む）地域，また複合化地域が多いことも

特徴である。この中，野菜・樹園地は（その性質上，

借地流動しづらく）農地流動量も大きくないことが

低位な農地移動率に作用していると言える。同時に

東北に関しては未だ農業の担い手層が厚いことから，

農地賃貸借進行も相対的に遅延しているものと思わ

れる。

　このように北海道は依然として農地移動が活発な

地域として性格規定されるが，次の留意すべき点が

ある。即ち，地域の農地移動には農地保有合理化事

業の介入があり，短期間の借地契約の後に売買へ移

動する農地も多いのである。

２．土地持ち非農家のシェア拡大

　土地持ち非農家が保有する耕地面積，貸付け面積

に関して言えば，北海道，都府県ともに増加してお

り，特に前者での増加が著しい。

　都府県では同非農家の増加率は鈍化したものの，

耕地，貸付け面積は1990年代後半の停滞期（耕地面

積は1995年の270,552haから2000年に303,478haへと

12％の伸び）から，今期は20％台の増加にある（土

地持ち非農家の階層規模上昇を状況を示す）。こうし

た下，今や土地持ち非農家の耕地面積は369,022ha

に至り，全耕地面積2,749,322ha（農家＋販売目的

の農家以外の農業事業体）のうち13.4％のシェアを

占める存在である。

　同じく北海道では土地持ち非農家が増加に転じた

下，耕地，貸付け面積も80％超の大幅増加となって

いる。その耕地面積としては，1990年代の３万ha台

（1995年31,668ha，2000年37,116ha）から，2005年

に67,343haへと急増する。同時に，耕地面積のシェ

ア（農家＋販売目的の農家以外の農業事業体に占め

る割合）も，1990年代の３％台（1995年3.0％，
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2000年3.6％）から，2005年には6.6％へとほぼ倍増

となっている。

　第８図は農家，及び土地持ち非農家の農地貸付け

面積割合の動向を示している。

　各地では貸付け面積合計割合が上昇しているが，

変形した東高西低傾向の地域差が見られる。そこで

は北陸の27.8％を先頭に，北関東，東海，近畿，南

九州，沖縄がおよそ20％台にあるものの，自作地規

模の大きい北海道，東北は低い水準にある（山陽，

四国も低いが，これには中山間地条件が作用し，農

地が貸付＝借地関係に回らず，耕作放棄にも向けら

れている点がある）。こうした違いを基本的に規定

しているのが土地持ち非農家の貸付け面積割合の高

低である。東山を除く全地域において，農家の貸付

け面積割合より，土地持ち非農家の貸付け面積割合

の方が高いのである。

　即ち，土地持ち非農家の貸付け面積割合として，

それが高い地域はやはり北陸を筆頭に北関東，東

海，近畿，北・南九州，沖縄となっている（先述の

土地持ち非農家の存在状況とやや異なり，東日本高

位の傾向にあるが，これには非農家１戸当たり所有

規模の違い－東日本＞西日本－が作用している）。

水田単作の北陸，東海，近畿では兼業深化によるリ

タイア，畑作地帯の（南）九州，沖縄では高齢専業

農家のリタイアが作用している状況にある。対して，

貸付け割合が低い地域は北海道，東北であり（ま

た，やはり中山間地を多く抱える東山，四国も），

土地持ち非農家の貸付けは増加しているが，労働市

場の広がりに欠けて兼業深化が進まない点が影響し

ている様相にある。

　ただし，北海道に関して言えば，貸付け面積に占

める土地持ち非農家のシェア自体は1990年代の54％

前後水準から，2005年には65％へと上昇している。

即ち，貸付けの上では完全に土地持ち非農家が農家

を凌駕するに至っているのである。

（その１：農家の貸付け面積割合） （その２：土地持ち非農家の貸付け面積割合，農家と土地持ち非農家の貸付け面積合計の割合）

第８図　　農家，及び土地持ち非農家の貸付面積割合の推移

資料：各年次農業センサス

注１） 貸付面積割合＝貸付け面積／所有耕地面積（農家＋土地持ち非農家＋農家以外の農業事業体（販売目的））。

　 ２） 所有耕地面積の計算は次の通り。

　 　　①農家の所有面積＝経営耕地面積－借地面積＋貸付面積＋耕作放棄地面積。

　 　　②土地持ち非農家の所有面積＝耕地面積（貸付面積含む）＋耕作放棄地面積。

　 　　③農家以外の農業事業体（販売目的）の所有面積＝経営耕地面積－借地面積＋耕作放棄地面積。

　 　　　（貸付面積を除外しているのは2005年センサスでは把握されているが，2000年センサスでは把握されていないこと，同時にこの面積自体も大きな存在

　　 　　ではなく（全国計でも2,500ha程度であり，所有耕地面積の４％超に過ぎない），統一化する上で省いても大きな影響は及ぼさないためである）
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３．農地賃貸借進展の地域性

　農地貸付け進行の地域差の下，借地も地域差を伴

いつつ活発に展開している（第９図）。

　農家の借地面積率は1985年を画期として上昇を続

け，今期でも順調な伸びを示している。その下，高

借地率地域は水田地帯の北陸，東海，近畿，北九

州，また畑作地帯の南九州，沖縄である
15）
。なお，

畑作地帯では作物の特性から連作回避が要請され，

それが借地率を高めることに結びついている。即

ち，連作回避のために農家相互間で期間限定的に農

地を貸付け，借りる関係も形成されているのであ

る。このように高借地率の背景には脱農化の上に，

連作回避型の借地関係も加わる事情がある。対し

て，低借地率地域としては東北，四国が目立ち，前

者では自作農的体制の維持，後者では中山間地を多

く抱える地形条件，また担い手不足が作用している

と見られる。

　農家以外の農業事業体の借地面積率は今期上昇が

著しく，北海道，北九州を除いて各地域とも倍増し

ている。その地域差は農家借地率とやや異なり，最

も高借地率の地域は北陸となるが，続いては山陰が

位置し，その後に東海，近畿となっている。兼業深

化地域の北陸，東海，近畿では農家に加え，事業体

（集落営農，協業経営法人等）も借地の受け手とし

て比重を高めているのである。逆に，山陰は農家借

地率はさほど高くない反面，事業体借地率が上昇し

ており，農家に代わって受け手となりつつある。こ

れらに対し，北・南九州，沖縄では農家借地率の高

さに比べ，事業体の借地率はやや低まる傾向にある。

　また，北海道の借地率に関して言えば，次のよう

になる。その借地率は活発な農地売買もあって，

1970年代では東北に次いで低い－それは全国最低－

水準にあった。同時に，その後は上昇を続け，最近

になると南関東，四国を凌駕するに至っている。だ

が，依然として，全国の中では低位な借地率水準に

あると言える。

  あわせて，最後に借地と貸付けの照合状況の地域

差を確認しておく必要がある（第10図）。

  全国的には借地率が貸付け面積割合を上回る地域

が多い。これは一般に農業センサスでは農家貸付け

第９図　 農家，及び農家以外の農業事業体（販売目的）の借地率の推移

資料：各年次農業センサス

注1) 農家の借積率＝農家の経営耕地面積に占める農家の借地面積の割合。

　 2) 農家以外の農業事業体（販売目的）の借地率＝経営耕地面積（農家＋農家以外の農業事業体）

　　 　に占める事業体の借地面積割合。

　 3) 農家＋農家以外の農業事業体（販売目的）の合計（2005年）＝経営耕地面積（農家＋農家以外

 　　　の農業事業体（販売目的））に占める借地面積（農家＋農家以外の農業事業体（販売目的））。
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面積の完全な捕捉が困難なことがあり，実際より貸

付け面積が少ない数字となって現れているためと見

られる。関東，東山，東海では借地率より貸付け面

積割合の方が高い逆転現象も見られるが，その乖離

は目立つものではない。

　だが，北海道，沖縄は借地率が貸付け面積割合を

大きく上回る点で特異な存在である
16）
。特に北海道

における乖離は大きく，全道で借地率が20％近くで

あるのに対し，貸付け割合（農家＋土地持ち非農

家）は10％に満たず，２倍の開きが生じている。面

積で言えば，借地19万８千haに対して貸付け地は10

万３千haしか確認されず，潜在的な貸付け地が９万

５千ha存在している。あわせて，この乖離は各支庁

において確認され，いずれも借地率が貸付け割合を

大きく上回る状況にある
17）
。

　これには農地保有合理化法人による離農跡地取得

とその貸付け推進の影響もあるが，それにしても乖

離は大きいと言える。1980年代後半以降，農地を貸

付けての在村離農が増加しているものの，センサス

照査表では把握困難な離村，また市街地へ移動した

大量の土地持ち非農家の存在を示唆している。従っ

て，実際の土地持ち非農家の貸付け面積はさらに大

きいものと思われるのである。

４．小括

　1980年代後半以降，北海道では農地流動量が再び

増加しており，そこでは依然として売買が活発であ

るものの，賃貸借もウエイトを高めてきている。特

に，その借地進展の背景には土地持ち非農家層によ

る農地貸付面積増加が作用している状況にある。た

だし，土地持ち非農家の多くが高齢者世帯の下，彼

らの村内定住は難しい状況にある。同時に，そうし

た中では農地貸付けの継続・継承も安定性を欠くも

のと言える。

Ⅳ．集落の動向

１．農村集落の構造

　北海道における農村集落の歴史は浅く，成立時期

として江戸時代から形成の進んだ道南地域を除け

ば，多くは明治期以降である
18）
。

第10図　　借地と貸付けの照合状況（2005年）

資料：各年次農業センサス

注1) 借地率＝経営耕地面積（農家＋農家以外の農業事業体）に占める借地面積（農家＋

　　 　農家以外の農業事業体（販売目的））。

　 2) 貸付面積割合＝貸付け面積／（経営耕地面積＝農家＋農家以外の農業事業体（販

 　　　売目的））。
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　こうした北海道農村集落の基本的性格として，植

民区画配分によって形成された散居制村落という点

もあるが，より重視されるのは地縁的関係が行政的

に組織化され，農協下部組織の農事実行組合を内実

とする－それゆえ農業生産者集団として機能的な－

「農事組合」型村落という点である
19）
。

　これにあわせ，農村集落の特質として，それは１

つに農家集団として構成され，激しい離農発生の下

で脱落者を集落外に排出して同質性を維持してきた

こと，そのため集落構成員規模も小さい点がある。

２つに，開拓地であって畑・草地地帯が多いため，

共有林等の共同体的な物質的基盤に乏しいこと（「総

有」の欠如），水田地帯にしても既存畑地の水田化

により出発して水利規制が働かないことから，集落

の領土・境界は不明瞭であり，かつ固定的ではない

こと，従って集落構成員の凝集性も弱い点がある。

３つに，集落構成員－個別経営群－のあり方に即

し，集落のあり方も変化してきている点がある。具

体的には過去からの離農離村による構成員減少を補

うべく，また農業生産者集団としての機能を維持す

べく，上記の不明瞭な境界等も作用し，集落の統合

・再編が恒常的に進んできている。

　だが，近年では農村集落の構成に変化が生じ，先

述の土地持ち非農家増加に伴って離農後転出先も変

化し，離村離農に代わって在村離農が支配的である

（第11図）。

　その動きは次のように示される。即ち，ここでは

「支庁管内・外，道外移動等」が離村離農，「同一

町村内」移動が在村離農（本来，在村離農とは集落

内居住の継続であり，それを示したいところである

が，当数値は不明である）に当てはまるとして見る

と，1970年代初頭では前者が後者を若干上回ってい

たのが，以降は後者の割合が高まり，1990年代初頭

になると80％以上が「同一町村内」である。こうし

て北海道農村の特徴であった離村離農＝経営不振，

将来不安による農業を見限っての都市労働市場への

流出（移動・転職）は減少し，農村内に留まる離農

が支配的となったのである
20）
。換言すれば，純農家

集団として構成されてきた農村集落は異質化傾向を

示し，離農後の居住地と農地所有のあり方，それ自

体も府県農村に接近しつつあるように見える。

　ただし，留意すべき点として，１つに離農者の多

くは後継者他出・不在のまま，加齢に伴って農地を

貸し付けた高齢者夫婦のみ－それゆえ不安定就業状

態の世帯が多い－が主流ということがある。２つに，

これは離農時点での動向を示したものであり，その

後の加齢に伴う動きはカウントされないことがある。

従って，恒常的に離農後も集落内に居住する者（本

来の在村離農）が再生産されてきているものの，先

述の借地面積と貸付面積の乖離で見たように，そこ

ではタイムラグを伴って土地持ち非農家の市街地移

動，また離村が頻繁に発生していると思われるので

ある。実際，ここでの在村離農にしても「同一町村

内」でしか示し得ず，集落からの転居，町村内市街

地への移動を含んでいる可能性が十分ある。

　こうした下，まず第２表は水田率別の農業集落割

合を示している
21）
。

　その地域差として，当然に各地域における水田率

の高低が反映されている。即ち，内地府県農村から

見れば，水田集落割合が高いのは北陸，近畿，次い

で東北，山陰，山陽であり，逆に低いのは北・南関

東，東山，東海，四国，北・南九州となる。中で

も，北陸における水田集落の優位，南九州（また南

関東も）における畑地集落の優位が目立つ。また，

北海道，沖縄になると，低い水田集落割合（沖縄は

ほぼゼロ），対する高い畑地集落割合が指摘され，

我が国畑作農業の中心地という特徴が浮き彫りにさ

れる。

23北海道農村社会の展開と特質

（年次）

第11図　  北海道における離農農家の転出先
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資料：北海道農業会議，各年次「離農及び転職に関する調査結果」
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　ただし，以下の点には注意が必要である。１つ

に，この水田集落割合は北海道を除き，各地域にお

ける実際の水田率よりは低い傾向となって現れてい

ることである。特に，水田農業地域では北九州（水

田率は都府県平均を凌駕する）において同傾向が強

く現れ，そのため水田集落割合の低い地域群に入っ

てしまっているのである。２つに，北海道のみ水田

集落割合が水田率より高く現れるという特異性があ

る（そのため，水田集落割合は東山を上回る）。こ

の点は逆に言うと，後に見る農業用用排水路の管理

に関し，畑地農業のバイアスを若干軽減するものと

思われる。

　次に，第12図は農業集落の（農家）構成員，耕地

規模を示している。

　北海道から見ると，開拓地であるために集落の構

成員規模が極端に小さい反面，耕地規模は大きい

（道東・道北の畑・草地地帯の影響もある）。構成

員規模では農家５戸未満が30.7％，６～９戸も28.5

％を示し，10戸未満が６割を占める一方，農家30戸

以上は3.8％の存在に過ぎない。だが，耕地規模で

は大規模性が際だっており，10ha未満，10～20ha規

模の合計は12％台に過ぎず，100ha以上が50％超を

占めている。

　内地府県では次の地域差が見られる。即ち，集落

の構成員規模，耕地規模ともに，相対関係として東

日本方面－特に東北，北関東－で大きく（東山は耕

地規模がやや小さい），西南日本方面の山陰，山陽，

四国では特に小さくなる（農家数規模では南九州も

小さい）。特に，耕地規模の違いが目立ち，東北で

は50ha以上の集落が３分の一強を占めるのに対し，

山陰，山陽，四国では逆に10ha未満の小規模集落が

50％前後を占める状況にある。これは東日本では平

単位：％

水田集落 田畑集落 畑地集落 （参考）
（70％以上）（30～70％）（30％未満） 計 水田率

北 海 道 28.3 10.5 61.2 100 21.1
都 府 県 51.9 25.4 22.7 100 70.9
東 北 56.7 28.1 15.3 100 76.2
北 陸 82.5 11.0 6.5 100 92.1
北 関 東 40.8 36.8 22.4 100 66.5
南 関 東 32.6 27.5 39.9 100 59.1
東 山 23.7 41.7 34.5 100 49.0
東 海 44.7 28.9 26.4 100 64.3
近 畿 70.6 16.3 13.1 100 80.5
山 陰 64.6 17.8 17.6 100 76.0
山 陽 64.0 20.5 15.4 100 83.2
四 国 48.4 23.4 28.2 100 65.4
北 九 州 49.1 28.2 22.7 100 71.2
南 九 州 28.1 31.5 40.5 100 38.9
沖 縄 0.4 0.8 98.8 100 2.4

資料：2005年農業センサス・農山村地域調査，2005年農業センサス

注１） 母数は調査対象農業集落数。

　 ２） 水田率の相違によって３分類されているが，これは農山村地域調査の

　　 　 数値，そのままに基づいている。

　 ３） 「（参考）水田率」とは経営耕地に占める水田の割合であり，農業経営

　 　　 体の数値で示している。

農業地域

第２表　 水田率別に見た農業集落の割合

資料：2000年農業センサス・農業集落調査

第12図　農業集落の構成員・耕地規模

（その１　農家数規模）
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資料：2005年農業センサス・農山村地域調査

（その２　耕地規模）
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坦地域の条件，さらに現在までの大河川流域の開発

が大規模な集落形成に作用したと言える。対して，

西南日本の中・四国では中山間地を抱える地域条

件，それに伴う現在までの著しい高齢化，及び離村

が影響していると思われる。

　あわせて，最南端の沖縄になると，逆に集落の規

模は大きくなる。その構成員規模では30戸以上の割

合が全国で最も高く，特に大規模な40戸以上の厚み

は際だつ存在である。耕地規模としても，50ha以上

で見れば北海道，東北に次いで厚く，100ha以上に

なると東北を凌駕している（北海道よりは遙かに低

いが）。このように我が国農村集落の中では北の北

海道と並び，南の沖縄も異質な性格を示すのである。

２．農村集落の機能

　第３表は実行組合の有無，及び集落における寄り

合いの議題として，農業生産面で「話し合いを行っ

た」集落割合を見ている（寄り合いを開催した農業

集落の割合自体は全国的に100％近く，地域差も見

られない）。

　まず，実行組合有無の割合に違いがあり，同割合

は東日本地域において高く，西日本地域に向かうほ

ど低まっている。特に，同割合が高い地域は北海

道，北陸，北・南関東であり，低い地域は山陰，山

陽，四国，南九州，沖縄となる（沖縄はゼロ）。こ

のうち後者に関して言うと，山陰，山陽，四国は中

山間地を多く抱え，高齢地域である点が作用してい

ると見られる。同時に南九州，沖縄は高齢化ととも

に畑作地帯という条件が作用している可能性があ

る。それは水田地帯の北九州では同割合がかなり高

い点からも推測される。ただし，畑地を相当に含む

点では北海道も同じであるが，上記のように同割合

が高い地域であり，地目構成に拘わらず実行組合が

機能する独自な状況にある。

　次いで，集落として「話し合いを行った」割合の

計には地域差が生じており，それには恐らく各地に

おける地目，作目が影響している
22）
。この割合が高

い地域は北陸を筆頭に東北，近畿，山陰，北九州で

ある（東海も相対的に高い）。そこでは水田率の高

い地域が目立ち，水稲生産と生産調整を遂行してい

く上で，集落に討議の場が持たれていると言える。

対して，同割合が特に低い地域は南関東，四国，さ

らに南九州，沖縄であり，これら地域は畑地も多く

園芸産地を含む地帯（南関東，四国），また畑作地

帯（南九州，沖縄）である。即ち，こうした作物構

成の下では，話し合いは必ずしも集落で必要とされ

ない点が作用していると見られる。また，南関東で

は都市化，四国では集落構成員の高齢化による凝集

力低下も影響していると思われる。

　その際，「話し合いを行った」参加者を見ると

（全国的に農家は100％近い），第１に土地持ち非農

家が参加した集落割合に違いが生じている。そこで

は北海道の低さが突出しており，僅か8.5％である

（都府県平均は29.5％）。対して，特に北陸，東海

第３表　 実行組合の有無，及び農業集落の寄り合い

4,390 92.9 7.1 97.5 79.7 100.0 8.5 3.5 20.3
106,510 78.8 21.2 98.5 74.0 99.8 29.5 12.9 26.0
15,430 87.2 12.8 99.8 81.9 100.0 23.4 5.9 18.1
9,700 94.9 5.1 98.4 90.9 98.7 38.2 13.1 9.2
7,010 92.7 7.4 98.9 67.8 100.0 14.7 4.7 32.2
6,390 98.0 2.0 99.1 51.5 100.0 21.8 8.3 48.5
4,960 81.9 17.9 97.8 66.0 100.0 35.3 20.9 34.2
9,500 88.1 11.9 97.5 73.7 99.9 40.2 17.2 26.2
9,870 84.0 16.0 97.1 80.7 100.0 35.1 12.2 19.4
4,610 65.1 34.7 99.6 87.6 99.3 35.6 22.4 12.4
9,830 56.9 43.1 96.4 67.7 99.7 32.7 19.0 32.3
8,930 57.6 42.3 98.7 62.5 100.0 33.0 18.0 37.5

13,070 87.0 12.9 99.1 82.8 100.0 20.1 10.0 17.2
6,950 38.7 61.3 99.3 56.1 100.0 28.4 17.8 43.9

270 0.0 100.0 100.0 40.7 100.0 27.3 27.3 59.3

資料：2005年農業センサス農村集落調査

注１) ここでの実行組合とは「農業生産活動における最も基礎的な農家集団」を示す。

　　具体的には，生産組合，農事実行組合，農家組合，農協支部など様々な名称で呼ばれている

　　が，その名称のいかんにかかわらず，総合的な機能をもつ農業生産者の集団を言う。ただし，

　　出荷組合，酪農組合，養蚕組合など農業の一部門だけを担当する団体は含めない。

　２） ここでの非農家とは「農家及び土地持ち非農家以外の世帯」を示す。

北 九 州
南 九 州
沖 縄

近 畿
山 陰
山 陽
四 国

北 関 東
南 関 東
東 山
東 海

北 海 道
都 府 県
東 北
北 陸

農業生産に係わる寄り合い事項（％）

話し合いを行った参加者（複数回答） 話し合
いなし

計(実集
落数)

農家 土地持ち
非農家

非農家
農業地域

調査対
象農業
集落数

寄り合い
を開催し
た農業集
落数
（％）

有 無

実行組合の有無
（％）
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の兼業深化＝流動化先進地域では参加率も高く，40

％前後を示すのである。これは同じく土地持ち非農

家が増大する下でも，北海道では担い手としての農

家が強固な状況，北陸，東海では農家集団だけでは

農業生産運営も円滑に進まない状況を示している。

　第２に，非農家が参加した集落割合にも違いが生

じており，東日本で低く，西日本では高まる傾向に

ある。そこでは，やはり北海道が最も低く，東北，

関東が続いており，同諸地域は担い手が厚いために

非農家参加も必要とされない状況を示していると言

える。一方，西日本では高齢化と担い手減少が進む

下，農地所有者だけでは農業生産の話し合いも難し

い局面が現れていると想定される。ただし，沖縄で

は土地持ち非農家の参加割合が全国平均を下回るの

に対し，非農家のそれは全国一位であり，西日本の

中でも特異性を持っている。

　第４表は農道，及び農業用用排水路という地域資

源の管理主体を示している。

  農道から見ると，北海道の異質性は明瞭である。

「当該農業集落のみ」での管理割合として，北海道

が9.3％に過ぎない（「複数の農業集落」での管理も

かなり低い）のに対し，府県農村では低い地域＝北

・南関東，山陰，山陽でも30％台後半を示し，高い

地域＝北陸，近畿，沖縄になると60％台を占める。

（その１ 農道）
（単位：％）

86.1 9.3 2.4 1.9 3.7 1.9 72.2 0.3 9.0 13.9
95.3 48.0 5.4 0.7 5.1 3.6 29.3 1.1 6.8 4.7
96.2 44.1 7.0 1.5 10.4 1.7 24.8 2.2 8.2 3.9
98.7 63.2 5.5 0.4 7.7 1.4 17.1 0.9 3.8 1.4
97.3 32.0 2.2 0.0 8.7 9.4 39.6 0.6 7.6 2.9
98.1 28.7 4.0 0.5 4.3 18.8 38.8 0.2 4.6 2.0
88.7 59.3 11.1 0.2 0.7 13.0 13.0 0.5 2.7 11.3
91.3 41.3 4.0 0.1 2.8 4.2 41.8 0.6 5.3 8.7
94.4 62.6 4.6 1.4 2.8 1.8 19.8 0.6 6.2 5.6
94.4 35.4 4.1 0.0 2.3 0.0 47.4 1.1 9.4 5.6
95.2 37.9 5.0 0.6 1.1 0.5 40.6 0.7 13.4 4.9
92.6 42.8 4.6 0.7 7.9 1.1 31.9 0.5 10.5 7.4
96.9 58.5 5.1 0.7 2.0 0.9 28.1 1.5 3.2 3.1
97.7 57.4 8.1 1.0 5.7 2.4 16.9 1.9 6.5 2.3
77.8 61.9 0.0 0.0 0.0 0.0 23.8 0.0 14.3 22.2

資料：2005年農業センサス農村集落調査

注１） 各々の管理方式は「農道がある」場合を100とし，その中での内訳割合を示したものである。

　２） ここでの水利組合とは「農業に使う水に係る施設（ため池や水路など）をいつも良好な状態にし

　　 ておくために組織された農家間の組合」を言う。

山 陰
山 陽
四 国
北 九 州
南 九 州
沖 縄

北 陸
北 関 東
南 関 東
東 山
東 海
近 畿

その他
計

農業集落で管理 農業集落以外の組織等で管理
農 道
がない当該農業

集落のみ
複 数 の
農業集落

水利組合 土地改良区 市区町村

農家等に
よる個別
(数戸の共
同を含む)

管理し
ていな
い

農道がある

農業地域

北 海 道
都 府 県
東 北

第４表　 農業関連施設の管理主体別農業集落数

（その２　農業用用排水路）
（単位：％）

79.7 20.0 9.4 20.3 10.9 1.7 27.1 0.6 10.0 20.3
95.5 52.9 8.6 10.3 6.5 0.8 16.6 1.0 3.4 4.5
97.1 53.6 11.6 8.9 8.3 0.1 12.7 1.5 3.3 2.9
98.9 70.8 8.4 4.3 6.8 0.2 7.1 0.5 2.1 1.1
97.0 39.6 5.6 10.1 14.0 1.3 25.0 0.6 3.8 3.0
92.6 44.8 5.9 9.0 12.8 3.2 22.1 0.5 1.7 7.4
93.1 63.0 15.2 8.9 3.0 2.2 5.0 1.3 1.3 6.9
93.1 59.2 6.3 5.2 4.6 1.8 19.0 0.7 3.1 6.9
97.1 56.8 7.8 19.7 2.3 0.3 9.8 0.7 2.5 2.9
98.5 46.5 9.5 7.3 2.6 0.0 30.2 1.5 2.9 1.5
97.8 44.1 9.5 10.9 1.6 0.4 26.2 1.2 6.1 2.3
92.6 41.2 8.5 19.6 9.3 0.4 16.7 0.6 3.9 7.4
96.1 59.8 6.3 8.8 2.8 0.2 17.2 1.4 3.7 3.9
91.8 44.2 9.6 9.6 13.0 1.1 15.2 1.1 6.3 8.2
25.9 57.1 0.0 0.0 0.0 0.0 28.6 0.0 14.3 74.1

資料：2005年農業センサス農村集落調査

注） 各々の管理方式は「農業用用排水路がある」場合を100とし，その中での内訳割合を示したものである。

農業地域

農業用用排水路がある

農家等に
よる個別
(数戸の共
同を含む)

その他

農業用

用排水

路がな

い

計

農業集落で管理 農業集落以外の組織等で管理
管理し
ていな
い

当該農業
集落のみ

複 数 の
農業集落

水利組合 市区町村

北 陸
北 関 東
南 関 東
東 山

北 海 道
都 府 県
東 北

四 国
北 九 州
南 九 州
沖 縄

東 海
近 畿
山 陰
山 陽

土地改良区
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同時に，「農業集落以外の組織等」での管理割合を

見ると，北海道では「農家等による個別」が70％台

と他地域を引き離して圧倒的に高い。あわせて，北

・南関東では「市区町村」，山陰，山陽では「農家

等による個別」の比重が高い。また，そもそも山陽，

四国，沖縄では「管理していない」割合が高い点に

注意が必要である（沖縄では当該集落のみで管理す

るか，全く管理しないか，やや分化の傾向にある）。

  農業用用排水路に関しても同様である。北海道で

は畑・草地地帯を含むため，「農業用用排水路がな

い」が20％を占めるが（沖縄になると70％台），「当

該農業集落のみ」での管理割合は20％に過ぎない。

対して，都府県平均では52.9％を示し，ここでも北

・南関東，山陰，山陽，四国，南九州では40～46％

と低まるものの，やはり北陸になると70％と高い状

況にある。こうした下，「農業集落以外の組織等」

の管理主体として，北海道では「水利組合（農家間

の組合）」，「土地改良区」，「農家等による個別」

が相対的に高い状況にある
23）
。また，関東では「土

地改良区」，「農家等による個別」，山陰，山陽では

「農家等による個別」，四国では「水利組合」，南九

州では「土地改良区」が目立つ状況にある（山陽で

は「管理していない」割合も高い）。

  上記諸点は次のように整理されると言える。即

ち，北海道では農道，農業用用排水路という地域資

源の管理主体として，集落というよりは別の諸組織

が機能しているのである。あわせて，関東，山陰，

山陽，四国に関して言えば，関東では畑地，樹園地

が多く都市化条件にあること，山陰，山陽では著し

い高齢化，四国では樹園地も多いとともに同じく高

齢化が作用していると思われる。特に，山陽では集

落構成員の高齢化が「管理していない」割合の高さ

に結びついていると想定される。

  第５表は水田が中心的な我が国農村集落を集落た

らしめる，最も重要な水利＝農業用用排水路に関し

て，「農業集落で管理している場合」の実施形態を

示したものである。

  まず，「農業集落で管理している」集落割合を見

ると，都府県の74.3％に対して北海道は55.2％と先

と異なって高いように見えるが，これは集落以外の

水利組合が合算されるためであり，この点に留意が

必要である。

  次に，実施形態における出役義務として，どの地

域も農家がほぼ100％を占めるのは当然のこととし

て，１つに北海道のみ土地持ち非農家が極端に低い

実態にある。即ち，北海道では11.5％に過ぎない

が，都府県では最も低い南九州でも37.9％を占める

とともに，北陸（54.5％），東山（71.2％），東海

（65.8％），沖縄（75％）では高い割合を示す。２

つに，非農家の割合も北海道では5.2％に過ぎない

が，都府県では37.2％を示し，ことに東山（59.3

％），東海（50.7％），さらに沖縄（75％）が高い状

況にある。

　以上を整理すると，都府県に関して北陸では土地

（単位：％）

55.2 70.7 29.3 97.7 11.5 5.2 2.3 27.6 72.4
74.3 80.9 19.1 99.0 49.7 37.2 0.7 42.7 57.3
76.6 59.4 40.5 99.4 43.6 30.5 0.6 56.4 43.6
85.0 79.6 20.4 98.0 54.5 39.6 0.5 41.1 58.9
57.5 75.3 24.7 98.7 33.5 25.3 1.6 29.8 70.2
60.7 72.8 27.2 97.7 45.3 30.6 2.3 29.5 70.5
88.6 90.1 9.7 100.0 71.2 59.3 0.0 46.4 53.3
73.0 91.4 8.6 99.2 65.8 50.7 0.6 30.2 69.8
86.5 85.6 14.5 99.5 51.9 31.4 0.5 44.4 55.7
64.8 88.5 11.5 98.6 51.6 43.2 0.3 36.6 63.4
68.7 84.5 15.5 99.4 51.0 42.7 0.6 35.6 64.4
72.0 89.4 10.6 99.8 53.9 42.4 0.3 47.6 52.4
77.5 83.6 16.4 99.1 40.4 33.3 0.9 50.5 49.5
67.6 90.1 9.9 98.3 37.9 26.0 1.2 34.7 65.3
66.7 100.0 25.0 100.0 75.0 75.0 0.0 0.0 100.0

資料：2005年農業センサス農村集落調査

注１） 「農業集落等で管理している農業集落数」は管理主体が当該農業集落のみ，複数の農業集落，及び水利

　　　組合の合計である。

　 ２） 母数は「農業用用排水路がある」のうち管理している＝即ち「農業集落で管理している」，及び「農業

　　　集落以外の組織等で管理している」の合計である。

第５表　　農業用用排水路を農業集落等で管理している場合の状況

北 九 州

農業集落
等で管理
している
農業集落
数

施設の整備状況 実施形態（共同作業等）

南 関 東

出不足金の有無

コ ン ク
リ ー ト
水 路

土 水 路

出役義務（複数回答） 人 を
雇 っ て
行 う

あ る な い
農 家

土地持ち
非農家

非 農 家

東 山
東 海

山 陽
四 国

農業地域

北 海 道
都 府 県
東 北
北 陸
北 関 東

近 畿

南 九 州
沖 縄

山 陰
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持ち非農家が膨大に存在する下，彼らに集落内の農

地所有者として資源管理の役割も求められた結果と

思われる。東山では中山間地を抱える条件，東海で

は都市的条件の中での著しい脱農化が作用し，土地

持ち非農家，さらに非農家の支援なしには管理作業

の遂行も難しいことが背景にあると思われる。ま

た，沖縄では土地持ち非農家，非農家ともに全国で

最も高く，かなり特異な性格を示しており，これに

関しては別途追求が必要と思われる。

　北海道について言えば，土地持ち非農家が集落内

において増加してきているものの，用排水路の管理

に関しては同非農家（さらに一般非農家）は除外さ

れているのである。換言すれば，土地持ち非農家が

増大する下でも，同管理は常に農業生産者集団＝農

家群によって遂行される状況にある。

　あわせて，出役しない場合の「出不足金」徴収は

集落構成員の凝集性に直接関わる問題でもあって注

目される。そこで異質性を示すのが北海道と沖縄で

あり，「出不足金」徴収のない集落が前者では70％

を超え，後者になると100％となっている。内地府

県農村では担い手の厚い東北の56.4％を筆頭とし，

出不足金を徴収される割合も高いのとは対照的であ

る。北海道，沖縄では出役義務があって，それに参

加しない場合でも集落からのサンクションは少ない

か，皆無となっているのである。

３．小括

　北海道の農村集落は依然として農家中心＝農業生

産者集団の性格にある。土地持ち非農家自体は恒常

的に離村，市街地への移動が発生しているにせよ，

集落内において再生産されてきている。反面，集落

構成員は継続的に減少している状況にある。だが，

農業生産に関する寄り合いから土地持ち非農家，非

農家は外れるとともに，農道，用排水路管理＝地域

資源管理の主体としても集落というよりは別の諸組

織が機能している。また，集落で管理する際も土地

持ち非農家－それは増加しているが－は除外され，

集落構成員規模が縮小する下でも，あくまで農業生

産者＝農家群によって遂行されているのである。

Ⅴ．担い手の新たな動きと農業構造の将来展

　　望

１．営農主体，経営耕地，借地の動向

　北海道における今期（2000～2005年期）の農業構

造変化の特徴は経営耕地，借地の担い手として，農

家以上に農家以外の農業事業体（販売目的）の比重

が高まっている点がある（第６表）。

　農家の動向から見ると，前期以上に離農が激しい

ものの，経営耕地減少率は微増に留まっている。た

だし，借地増加は鈍化している状況にある。具体的

に言うと，①激しい農家数減少に比べると，経営耕

地面積の減少は緩やかであり，やや加速傾向を見せ

る1990年代後半以降（今期も含め）にしても，３％

に満たない水準にある。②一方，借地増加は大幅な

鈍化を見せている。それは1990年代の３万６千ha前

後の増加から，今期では１万８千ha弱と半減してお

り，増加率としても前期の30％から，今期では11％

へと停滞している状況にある。

　一方，農家以外の農業事業体は事業体数，さらに

経営耕地，借地も大幅な増加を示している（2005年

センサスでは支庁別の動きが示されないため，全道

としての基本動向を示す）。①事業体数は前期まで

の微減傾向から増加に転じ，325事業体の増加＝40

％近くの増加を示している。②その経営耕地面積も

１万４千ha増＝30％超の増加を見せており，中でも

水田が3,400haと倍増しているのである。③借地に

ついて見ると，年次ごとに倍増を示し，今期では前

記農家における増加借地面積の５割に至る8,800ha

増＝63.5％の増加となっている。同時に，借地の中

でも水田の集積が著しく，水田借地は前期も２倍近

い増加を示したが，今期では３倍近くとなっている。

　こうした下，農家と事業体を合わせた全体の総経

営耕地の減少率は前期よりも鈍化している。農家の

経営耕地減少は加速傾向にあるものの，事業体の急

速な経営耕地増加が総経営耕地減少の抑制に貢献し

ているのである。即ち，農地，特に借地の受け手と

して，徐々に事業体が無視できない存在になってき

ていると言える。ただし，以下は注意すべき点とし

て指摘される。即ち，両者を合計しても借地増加は

前期より鈍化しており（農家の大幅鈍化が作用），

即ち依然として農地購入が活発に展開しているこ

と，同時に経営耕地減少の抑制には購入の役割も大

きいということである
24）
。

２．農業構造の将来展望 

　これまで農業構造の変化，農地利用の動向を検討

してきたが，大規模な階層が将来にも亘る安定的な

担い手経営として展開しうるか，また農地を効率的



29北海道農村社会の展開と特質

に利用しうるか，地域における農家・農地の継承問

題にも関わって，これを展望していくことが求めら

れる
25）
。同時に，その際には個票組み替え集計（販

売農家）が有効な方法となる。

　まず，第13図は中核農業地域を対象として，農地

の供給者層と需要者層（担い手）の抽出手順を示し

ている。農地の供給者は同居農業後継者のいない経

営主55～59歳，60歳以上の農家とし，農業者年金受

給年齢到達（65歳以上）で離農とする。北海道では

農業者年金受給年齢への到達をもっての離農（また

は経営委譲）が一般的なことから，この条件を設定

している。従って，55～59歳は10年後以内に離農

し，60歳以上層は現在離農しつつある，または５年

後に離農する農家である。農地の需要者としては①

経営規模要件を水田中核10ha以上，畑作中核20ha以

上，酪農中核50ha以上とし，②かつ同居農業後継者

がいる農家，及び後継者のいない農家でも経営主50

歳未満の農家，とする。

　上記に従って，農地供給者層の存在状況を示した

ものが第７表であり，そこでは水田中核地域におけ

る大幅な構造変動が予想される。

　１つに，農地供給者層の１戸当たり経営面積自体

は水田中核＜畑作中核＜酪農中核の序列関係があ

り，それも大きな格差を持って成立している。55～

59歳層，60歳以上の合計平均で見ると，水田中核は

７haであるが，畑作中核では21ha（十勝），15ha弱

（網走）と倍増を示している。同時に，酪農中核に

農家数 経営耕地（ha） 借地（ha） 経営耕地（ha） 借地（ha） 経営耕地 借地

（戸） うち水田 うち水田 うち水田 うち水田 （ha） （ha）

推移 1990年 95,437 1,031,573 244,247 85,435 14,785 957 38,003 1,703 7,245 595 1,069,576 92,680

1995年 80,987 1,023,364 234,858 121,233 23,574 933 41,296 2,288 9,578 620 1,064,660 130,811

2000年 69,841 996,637 224,236 157,948 31,595 838 43,655 3,165 13,872 1,233 1,040,292 171,820

2005年 59,108 967,516 219,508 175,791 40,864 1,163 57,705 6,597 22,682 3,563 1,025,221 198,473

増減 90→95年 -14,450 -8,209 -9,389 +35,798 +8,789 -24 +3,293 +585 +2,333 +25 -4,916 +38,131

95→00年 -11,146 -26,727 -10,622 +36,715 +8,021 -95 +2,359 +877 +4,294 +613 -24,368 +41,009

00→05年 -10,733 -29,121 -4,728 +17,843 +9,269 +325 +14,050 +3432 +8,810 +2,330 -15,071 +26,653

増減率 90→95年 -15.1 -0.8 -3.8 +41.9 +59.4 -2.5 +8.7 +34.4 +32.2 +4 -0.5 +41.1

（％） 95→00年 -13.8 -2.6 -4.5 +30.3 +34.0 -10.2 +5.7 +38.3 +44.8 +98.9 -2.3 +31.3

00→05年 -15.4 -2.9 -2.1 +11.3 +29.3 +38.8 +32.2 +108.4 +63.5 +189.0 -1.4 +15.5

水稲作 世帯数 耕地
（戸） （戸） （ha）

推移 1990年 865 263 ･･･ 18,699 18,452

1995年 866 211 14,912 31,668 31,421

2000年 903 237 13,854 37,116 36,923

2005年 835 309 17,436 67,343 67,154

増減 90→95年 +1 -52 ･･･ +12,969 +12,969

95→00年 +37 +26 -1,058 +5,448 +5,502

00→05年 -68 +72 +3,582 +30,227 +30,231

増減率 90→95年 +0.1 -19.8 ･･･ +69.4 +70.3

（％） 95→00年 +4.3 +12.3 -7.1 +17.2 +17.5

00→05年 -7.5 +30.4 +25.9 +81.4 +81.9

資料：各年次農業センサス

注１） 2005年の水田借地は販売農家で示している。これは自給的農家における借地の田畑別内訳が不明なためである。

　 ２） 土地持ち非農家＝耕地及び耕作放棄地を５ａ以上所有している世帯。

うち貸付
け地（ha）

事業体
数

事業体
数（戸）

農家以外の農業事業体（販売目的）総農家

第６表　　北海道における営農主体数，及び営農主体別の経営耕地面積・借地面積の推移

農家＋農家以外の事
業体（販売目的）

農業サービス事業体 （参考：土地持ち非農家）

経営主55～59歳 → 10年後

経営主60歳以上 → ５年後

（５～10年後）

10ha以上 50ha以上

↓↓

水田作 酪農

注） 経営規模の要件は以下のように設定した。

①水田作地帯では「水田・畑作経営所得安定対策」の対象規模10ha以上とした。

②畑作地帯では同「対策」に加え、10～20ha層も「男子専従者２人以上を確保し

　 た農家率」が十勝45％，網走51％と５割も危ういことから外し、20ha以上とした。

③酪農地帯では１戸当たり平均経営規模が根室63ha，釧路48haであること，及

　 び40～50ha層は「男子専従者２人以上を確保した農家率」が根室45％，釧路

　 53％と同じく５割も危ういことから外し，50ha以上とした。

農地供給

畑作

プラス経営規模の要件

↓

同居農業後継者がいる農家，及び後継
者がいなくても経営主50歳未満の農家

20ha以上

同居農業後継者がい
ない農家

→ リタイア
農地供給
者

農地需要
者

第1３図　　農地供給者層，農地需要者層の抽出

将来の規模
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なると，52ha（根室），28ha弱（釧路）となって，

大規模化が著しい状況にある。

  ただし，２つに供給者層の存在割合（合計）を見

ると，先の関係は逆転を示す。即ち，その存在割合

は水田中核が40％台中盤～50％の高率を示す一方，

畑作，酪農中核では最大でも26％前後に留まり，根

室になると14％台と低まっている。換言すれば，今

後10年後程度で水田中核においては４～５割の農家

が離農していく反面，畑作，酪農中核では２割台以

内の離農におさまることを示しているのである。

　３つに，供給層の薄厚が作用し，面積シェアでも

水田中核地域が抜き出て高い実態にある。即ち，そ

れは水田中核では55～59歳層が12％台，60歳以上層

になると17～20％弱を占めており，10年後以降に30

％前後となる。この面積シェアは離農時の供給面積

に直結しており，将来的に大量の農地供給が見込ま

れるのである。対して，畑作中核では５年後８～10

％弱，10年後16％前後と過半程度に留まり，酪農中

核になると５年後５～８％，10年後以降としても11

～13％といっそう低まる状況にある。

　次いで，第８表は農地の需要者＝担い手層の存在

状況と将来動向を示している。

　１つに，担い手の厚み・規模としては水田中核＜

畑作・酪農中核の関係にあり，供給者層とは逆の関

係が形成されている。その存在割合から見ると，水

田中核の20％台に対して畑作，酪農中核では40～50

％台を占めている。経営規模にしても，水田中核20

～25haに対し，畑作中核は30ha台後半，酪農中核に

なると70ha台にある。従って，面積シェアは水田中

核が５割に届かない反面，畑作中核で60～70％，酪

農中核では60～66％と厚い状況にある。こうした点

から，集積の可能性としては水田中核で低く，畑

作，酪農中核では高いと言える。

　２つに，先の供給面積を全て担い手が引き受ける

場合，水田中核地域では大幅な集積が要請される。

現面積に対する集積農地割合は10年後＝2015年に水

田中核で60％前後となるが，畑作，酪農中核で20％

前後に留まることになる。この結果，将来の担い手

規模は水田中核30～40ha，畑作中核45～50ha，酪農

中核90haへの拡大となる。同時に，それによって，

担い手の面積シェアは３地域が接近することとなり，

水田中核が80％弱に到達するとともに，畑作中核は

80～80％後半，酪農中核では70～80％弱となる。

　従って，３つに将来動向として，水田中核地域で

は農地の維持の厳しさが増すことになる。即ち，農

地需給構造として，水田中核では供給者層＞需要層

の関係が強いことから，担い手による大幅な集積が

求められる。対して，畑作，酪農中核では同関係は

弱く，今後の規模拡大としても水田中核に比べれば

緩やかに推移すると見込まれる。そうした下，水田

中核における担い手の問題点として，現面積の過半

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ Ｃ Ａ＋Ｃ

空知 27.8 19.5 49.4 6.9 35.3 26.3 66.8 11.5 58.9 30.9 78.5 1.6

上川 21.9 24.8 47.9 10.0 40.3 34.8 67.1 16.2 65.3 41.0 79.1 1.7

十勝 56.2 39.9 70.2 5.5 13.8 45.4 79.9 9.6 24.1 49.5 87.1 1.2

網走 43.8 36.7 63.8 4.6 12.5 41.3 71.8 9.0 24.6 45.7 79.5 1.2

根室 56.5 75.2 66.5 6.0 8.0 81.3 71.8 13.3 17.7 88.5 78.2 1.2

釧路 41.0 71.9 59.1 10.0 14.0 82.0 59.1 16.7 23.3 88.7 72.9 1.2

資料：第７表に同じ。

注１） 集計単位は販売農家であり，そのため法人経営（協業経営）は含まれない。

　 ２） 「集積農地の割合」：現経営面積に占める，将来の集積農地の割合を示す。

水田　

畑作

酪農

将来（10年後）

第８表　農地の需要者（担い手）層

地域に
占める
面積
シェア
（％）

経　営
面　積
（ha）

需要者
層の存
在割合
（％）

その１
戸当た
り規模
（ha）

地域に
占める
面積
シェア
（％）

その面
積シェア
（ha）

経営面
積の増
加割合
（倍）

集積農
地の割
合
（％）

現段階 将来（５年後）

１戸当
たり集
積面積
（ha）

集積農
地の割
合
（％）

経　営
面　積
（ha）

１戸当
たり集
積面積
（ha）

空知 12.0 32.3 44.2 10.7 5.9 7.2 11.7 17.4 29.1

上川 12.2 38.2 50.5 11.1 5.7 7.0 12.0 19.3 31.3

十勝 8.1 17.4 25.5 28.5 17.8 21.2 7.2 9.7 16.9

網走 9.3 17.8 27.1 21.0 11.3 14.6 7.7 8.0 15.7

根室 7.0 7.4 14.4 58.4 46.1 52.1 6.4 5.3 11.8

釧路 6.8 18.1 24.9 40.1 22.7 27.5 5.5 8.3 13.8

資料：2005年農業センサス個票組み替え集計（販売農家）

注１） 集計単位は販売農家である。

　 ２） 酪農地帯としては宗谷支庁もあるが，根室支庁，釧路支庁に比べて酪農

　　　 家数が半分と少ないことから，外している。

水田中核　

畑作中核

酪農中核

経営主
60歳以
上

経営主
60歳以
上

経営主
55～59
歳

１戸当たり経営面積(ha）農地供給農家の存在（％）

第７表 　農地の供給者（出し手）層

同左計同左計
経営主
55～59
歳

経営主
60歳以
上

面積シェア（％）

合　計
平　均

経営主
55～59
歳
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を超える集積が果たして実現可能かという懸念が生

じるのである。

　こうした集積実現の可否は担い手の労働力構成に

も依存する（第９表）。それを見ると，担い手は水

田中核，畑作中核，酪農中核の３地帯ともに，専従

者が厚く確保される状況にある。ただし，この中で

は水田中核地域における男子専従者２人以上の確保

率が50％程度に留まっており，将来の経営規模＝30

～40haに対して労働力が不足傾向にあると言える。

だが，先の担い手による集積が完全に実現されなけ

れば，地域において農地が余剰化していくことにな

る。このように，中核農業地域の中でも水田中核で

は農地継承問題が深刻化する様相にある
26）
。

３．小括

　最近の農業構造変化として，注目されるのは農家

以外の農業事業体（販売目的）≒協業経営法人の躍

進である。それは特に水田作を主体とした事業体の

展開であり，水田地帯では同事業体が担い手として

の比重を高めつつある。同時に，地域における経営

耕地，借地の受け手として，無視できない存在へと

なってきている状況にある。

　あわせて，個票組み替え集計（販売農家）による

農業構造の将来予測としては水田地帯における農地

継承問題の深刻化が見込まれる。これは個別農家の

継続的な離農発生＝集落構成員の減少という事態だ

けではなく，地域農業の維持・存続にも波及する問

題でもある。ただ，上記事業体は組み替え集計に算

まえ，予測に反映させていくことが必要になる。

  このように見てくると，将来の地域農業では農家

以外の農業事業体≒協業経営法人が農地・農業の担

い手として発展していくことが求められる。その

際，注意すべき点として，この対応は集落を越えた

大規模化・広域化が見込まれることから，農村集落

も農業生産者集団としての機能を維持すべく，集落

再編が要請されると思われることがある。

Ⅵ．結　　語

　本報告における検討結果は次のように整理される。

　第１に，1980年代後半以降の北海道では農家継承

の不安定性が増している。狭隘な労働市場の下，後

継者層を他出させてきた一世代，高齢農家が増加す

るとともに，そのリタイアも著しいことから，農家

数が激しく減少してきているのである。同時に，農

地貸付による土地持ち非農家化が顕著であるもの

の，それらは高齢者世帯であることから，農村内定

住＝家の永続は厳しい状態にある。その点で，依然

として流動性が高いと思われるのである。即ち，府

県における三世代・安定兼業深化下の土地持ち非農

家の大量形成地域＝安定的貸し手の多い借地先進地

＝北陸，東海，近畿等とは様相を異にしている。

　第２に，同時期以降の農地流動としては賃貸借が

急増してきている。土地持ち非農家化を含め，激し

い農家数減少の下で以前からの売買とともに，賃貸

借が活発に展開しているのである。ただし，土地持

ち非農家といっても，それはセンサスでは捉えきれ

ない大量の離村者の存在も示唆される状況にある。

即ち，土地持ち非農家の存在状況として見れば，北

陸を中心とした都府県の安定兼業地域では在村・定

住での農地貸付け，北海道では離村，市街地転居で

の貸付けも進んでいると言える。だが，土地持ち非

農家－主要な農地の貸し手－が高齢者世帯中心にあ

る下では，府県農村のような農地貸付の長期・安定

性は必ずしも保証されるものではない。

　第３に，農村集落は地域資源管理の主体と規定で

きない一方，農業生産者集団としての性格が維持さ

れている。そこでは土地持ち非農家－特に在村離農

者－が増加する一方，集落（農家）構成員は減少

し，内部は異質化傾向にある。その下，農道，用排

水路という地域資源の管理主体は集落ではなく，別

組織が主に機能する状況にある。同時に，資源管理

主体が集落である際も，個々の参加者としては農地

所有者であるにも拘わらず，土地持ち非農家の関与

は少なく，農家群が支配的となっているのである。

　第４に，中核農業地域を対象とした将来動向予測

では水田中核地帯における危機的事態の発生が見込

まれる。農地の需給構造は水田中核＞畑作・酪農中

専従者あり

空知 96.9 83.9 45.7 38.2 12.1 8.1 0.9 3.1 100.0

上川 97.7 85.8 51.4 34.4 10.5 6.2 1.3 2.3 100.0

十勝 99.3 93.3 64.0 29.3 5.8 3.1 0.2 0.7 100.0

網走 99.0 92.4 59.7 32.8 6.6 3.5 0.0 1.0 100.0

根室 99.7 93.7 58.4 35.3 5.6 2.6 0.3 0.3 100.0

釧路 99.7 95.1 63.2 31.9 4.4 2.1 0.2 0.3 100.0

第９表 　担い手層の労働力保有状況

（単位：％）

男女の
専従者
がいる

専従者
は男子
だけ

専従者
は女子
だけ

男子の
専従者
２人以
上

男子の
専従者
１人

男子の
専従者
１人

畑作

酪農

専従者
なし

同左
合計

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ

水田　

資料：第７表に同じ。
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核の順に緩和しており，担い手の将来動向として水

田中核では大幅な規模拡大が求められるが，これに

比べると畑作，酪農中核における規模拡大は相対的

に緩やかなものとなる。ただし，水田中核地域にお

ける担い手は将来の経営規模に対して労働力が不足

傾向にあり，農地の余剰化も危惧されるのである。

　こうした結果を念頭におけば，今後は以下の点が

課題として追求されることになる。

　１つに，注意すべきは今や北海道農村において

も，膨大な数の土地持ち非農家が存在する点であ

る。継続的な農家数減少は，その対極で土地持ち非

農家を恒常的に形成してきている。即ち，自作農，

借地農の把握のみでは農業構造を分析することはで

きない状況にある。従って，今後は北海道といえど

も，営農農家に加え，土地持ち非農家の動向を追求

していくことが求められる。それに伴って，土地持

ち非農家の集落内居住は一代限りで終了していくか

どうか，その具体的な検討が要請されるのである。

　２つに，借地展開の方向性であり，特に農地需要

層が不足する水田地帯が注目される。即ち，借地関

係の継続・安定性－反面では売却への転化の可能性

－の見通しが求められるのである。あわせて，大量

の農地供給が見込まれるものの，それを受け手が果

たして引き受けきれるか－その際も借地移動で進む

か，また売買移動（多額の資金を要する）に帰結す

るか－という農地流動の展開方向が問題となる。こ

うした動向を確かめるためには具体的な地域・集落

を対象とし，農家層の性格と照合して追求していく

ことが必要になる。

　３つに，借地展開局面における農村集落の農道・

用排水路等，地域資源の管理に関する実態解明であ

る。そこではあらためて集落に代替し，資源管理を

行う別組織の動きを追求することが求められる。同

時に，集落が資源管理を行う際にも，出役義務のな

い土地持ち非農家の存在状況と性格，農家集団だけ

で遂行される点に関する当事者反応，及び問題点を

確認していく必要がある。あわせて，土地持ち非農

家の動向も踏まえ，集落が異質性を保持していく

か，また等質性を回復するのか，その地域性も含め

て検討が求められる。

　４つに，中核地域の中でも，水田地帯に関して言

えば，地域における農地継承のあり方を再検討して

いくことも求められる。地域では将来的に農地継承

問題が深刻化することが見込まれており，それは同

時に地域農業の維持・存続にも関わる問題でもあ

る。従って，今後は個別経営による集積の可能性と

限界を追求するとともに，集団的・組織的な体制構

築（協業経営法人化等）も視野に入れていくことが

要請されると言える。あわせて，その際は集落を越

えた広い地域社会における対応も求められ，集落再

編のあり方も問われることになると思われる。

注
１）これに関連して，田畑（1986）は明治，大正，昭和戦前

期までを主な対象とする中，北海道農村社会の特徴として

農家，農地の流動性が高いこと，さらに農家の有り様が集

落の有り様を規定する傾向が強いことを指摘している。

　　対して，本報告で指摘した北海道農村社会の流動性は，

主に戦後の高度経済成長期に形成されたものであること，

そして本報告自体は同時期以降を分析対象としていること

から，田畑氏の論考とは対象期間が異なり，その意味内容

も異なる点がある。ただし，それにしても，同氏論考に触

発されて指摘していることを断っておきたい。

２）歴史的経過としても，田畑（1986），坂下（1992）は戦

前の北海道農村における小作農は転入・転出が著しく，流

動的な存在であったことを指摘している。

３）田畑（1986）による。

４）北海道農村の集落機能としては，農業委員会の「農地移

動適正化斡旋事業」と結びついた，離農跡地の再配分によ

る集落構成員の規模の底上げ・平準化（さらには団地化）

があり，坂下（1991）（2006）に詳しい。

　 ただし，氏主張の集落機能は中農層の厚い中規模地域－

氏の言う戦前期蓄積の上に戦後展開をみせた旧開・農事実

行組合型集落の地域－から見出されたものである。そこで

は①農地獲得競争が激しいために農地移動調整は平等原理

によるしかなく，それが規模の平準化にも繋がった，②こ

の原理は「農地等適正移動対策」として行政的にも採用さ

れ，農業委員会の農地移動斡旋の原則にされた，③あわせ

て，この集落機能は府県農村のそれと異なり，「農家間の

調整の積み重ねの結果があたかも『集落機能』が存在する

かのように（坂下〔1991〕）」現れたと指摘する。一方，こ

の集落機能は離農が頻発し，農地獲得も自由競争的な大規

模地域－氏の言う新開・戦後開拓型集落の地域－では現れ

ないとされた。

  　これに関連して，盛田（1998）は上記「集落機能」を

「北海道型農地流動システム」として捉え，その存在と機

能を新開・戦後開拓型集落の地域にまで拡張し，その実証

を試みている。水田地帯に即して言うならば，南空知・旧

北村（現，岩見沢市に吸収合併）でも1970年代までは同

「システム」が機能していたこと，そして1970年代末以降

になると，その機能が後退したと指摘されている。

５）柳村（1992）は北海道農村集落が「農業生産者組織」の
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　性格にあると規定し，従って地域農業に変動が生ずれば，

それは集落組織に直接的影響を及ぼすことなり，その適応

結果として集落再編が現れていると指摘する。

６）北海道においても1985年を画期として以降，農地賃貸借

展開による農業構造の変化が開始されたことを先駆的に明

らかにしたのは田畑（1992），仁平（1993）である。

７）農業センサス分析を行う中で，北海道における農業構造

変化の契機として後継者不在の高齢農家と，その離農の動

向に言及する論考は多く見られるが，最も代表的なのは継

続的に追求している田畑（1992）（1994）（1997）である。

８）山陽と南九州の特質に関しては各々，小田切（1993），

宇佐美（1992）を参照されたい。西日本地域における著し

い後継者流出，農家世帯規模縮小には経営耕地面積の狭小

性，早期に展開した労働市場の影響に加え，山陽では後継

ぎ他出が地域規範化した中での別居慣行，南九州では末子，

均分相続とそれに伴う隠居慣行といった独特の家族制度も

背景にある。また，北海道における農家世帯規模の急速な

縮小に関しては，その要因を人口流動構造の特徴－激しい

流出と少ない流入－に見出した細山（1995ｃ）を参照され

たい。

９）農家の世代構成の全国的動向を最初に明らかにしたのは

1983年農林水産省「農業調査」であり，そこでは既に北海

道の一世代世帯率は18.2％と都府県平均の12.8％より高か

ったことが示されている。

10）こうした北海道農家における後継者不在の一世代化，高

齢農家化に伴う農家継承の困難化に関しては多くの論考が

あるが，代表的には山口（1977），田畑（1992），宇佐見

（1992），細山（1995ａ）（1995ｂ）（1995ｃ），最近では江

川（2003）が挙げられる。

　　同時に，以上に見た急速に変化する北海道の動向を含め，

世帯員構成に即した農家類型の地帯構成として田代（1992），

宇佐美（1992），小田切（1993）の論考がある。田代は三

世代世帯割合の相違をもって「日本農家の地域性」を折出

し，北海道を三世代世帯割合の低い西日本タイプに位置づ

けている。宇佐美も北海道が急速に小世帯規模の「南方

型」，もしくは「西日本型」に接近したことを念頭におい

て「北海道型」と規定する。小田切は山間農業地帯の農家

人口構成から東日本と西日本とにその特徴的な型を区分し，

北海道を中国，四国の西日本の型に位置づけている。

　　また，北海道における離農農家の性格に関して，世帯構

成に着目しつつ核家族世帯比率が高いことから南九州，沖

縄のグループに位置づける澤田（2003）も参照されたい。

11）この中では労働市場展開が遅延した東北において不安定

就業農家の離農が目立ち，離農後の地域定住に不安定性を

残すはずだが，前述のように大都市地域への出稼ぎによっ

て家が維持（後継者も在宅傾向）されてきている状況にあ

る。

12）北海道における1980年代半ばまでの農地市場，農地流動

化の動向に関しては特に大沼（1990）を参照されたい。そ

こでは稲作を対象としつつ，①戦後自作農の打ち出す収益

・地代が農地価格と密接な対応関係を保ち，それゆえ売買

が進行してきたこと，②それが1970年代半ば以降，収益性

低迷の反面で地価が高まったため，購入は回避されて借地

が発生し，③さらに，1980年代になると，稲作上層農すら

も剰余の確保が困難となったため，借地規模拡大が進んだ

こと，④ただし，それは相対的な高地価下における「緊急

避難的な対応」であると指摘されている。

13）1980年代後半以降，北海道では借地関係展開が活発化し

ているが，その要因を農地の出し手，受け手に即してみれ

ば，以下の理解が大きく言って一般的である。即ち，①出

し手側では負債の少ない高齢農家のリタイアが増加し，緊

急の売却は必要ないことから農地貸付けが選択され（代表

的には塩沢［1990］，谷本［1994］，井上［1990］），②受け

手側では同時期以降の農産物価格低迷によって農地購入意

欲が減退し，その下で借地が選択されたのである（井上

［1990］，谷本［1994］［1999］）。

14）北海道における借地関係については売買に至るまでの一

時的・経過的な性格と規定されることが多く，そのため同

関係の継続・継承も不安定なものとされてきている。

　　これに関して①借り手側に関する論考は比較的豊富であ

る。主要なものとして，大沼（1990）は稲作を対象として，

その借地の開始自体が「緊急避難的」性格にあったこと

（即ち，一時的な措置を意味する），井上（1990）は畑作

農業を対象としつつ，借地契約が短期的であること，谷本

（1994）は北海道農業全体を対象とした下，地価動向が農

業採算水準にあることから，借地が売買に至る過渡的なも

のと指摘する。また，代表的には堀口（1995）が北海道農

業開発公社による農地保有合理化事業（見かけ上の借地か

ら購入への移行）の作用から，借地から購入への移行を指

摘している。だが，そう主張するにしても，貸し手側の動

向把握は不可欠であり，また農地保有合理化促進事業が北

海道全域に及んでいる訳でもなく，従って上記諸論考をも

って結論できると思われない。

　　一方，②貸し手側に関する論考は少ない。僅かに西村

（2002）が借地先進地・上川中央における兼業農家を対象

として，その農地貸付けは安定的　であること＝即ち借地

関係の安定化を指摘している。だが，今や貸し手の中心が

土地持ち非農家であるにも拘わらず（さらに高齢農家によ

る貸付けも多い），同論考では未検討であり，その主張も

全体的な貸し手側の性格把握と農地貸付状況から明らかに

されたものではない。従って，吟味の余地は多く残されて

いるのである。

15）畑作地帯では水田水利に基づく畦畔や農村集落固有の領

土，地域資源（さらに，これらに起因する集落規制）がな

く，それゆえ集落の境界も不明瞭であり，かつ固定的では

ない。同時に，水田と異なって，畑地は労働力市場から離

れた地域に立地していることが多く，それもあって集落構

成員は定住性に乏しく，流動性が高い傾向にある。こうし
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た点により，本来的に畑地は流動化しやすい特質を備えてい

るのである。

16）北海道における借地面積と貸付け面積の乖離状況を最初

に検討したのは田畑（1992）であり，その後の追求として

は神山（1997），及び細山（2004）（2005）（2008ａ）を参

照されたい。また，沖縄では先の「預け・預かり」慣行が

本土等への他出者，出稼ぎ者からの借地に基づいて成立し

ており，そのために借地面積が貸付面積を大きく凌駕して

いるのである。これに関しても，田畑（1994）を参照され

たい。

17）詳細に関しては細山（2008ｂ）による北海道センサス分

析を参照されたい。

18）戦後我が国農村集落を初めて全体として分析した農業集

落研究会（1977）によれば，農業集落の成立が明治以前で

あるのは都府県の95％に対し，北海道では5.4％に過ぎず，

明治以後が86.5％，しかもうち戦後開拓も8.1％を占めて

いる。

19）この現れの一つが中農層の厚い中規模地域における農村

集落の農地移動調整＝集落機能の発揮である。即ち，同地

域における農地流動の特徴として，離農跡地に対する小規

模農家，隣接農家の獲得優先，さらにこれに伴う分割配分

といった，集落による農地移動調整が見られる。同時に，

これは「農地等適正移動対策」として行政的にも採用され，

農業委員会の農地移動斡旋の原則にされたのである。こう

した農地移動調整は農地の出し手が少なかった1980年代前

半期までの時代に強く現れており，同時期以降の農家数減

少が激化する下では弛緩も顕著に進んでいるが，担い手層

が未だ厚い地域では依然として強く働く状況にある。

　　これに関しては坂下（1991），（2006）に詳しく，敷衍す

れば次のように言える。

　　そもそも北海道では開拓地の条件下，労働力市場は狭隘

なことから専業農家として生き残るために規模拡大が求め

られ，特に中規模地域－氏の言う旧開・農事実行組合型集

落の地域では－離農跡地をめぐる農地獲得競争は熾烈を極

めていた経過がある。だが，後に同競争の緩和手段として

平等原理を基とした（競争緩和を進める上では平等原理し

かない）集落の調整機能が形成され，働いてきているので

ある。そこでは離農跡地の移動先として，小規模農家の優

先は規模の底上げ・平準化に貢献し，抜け駆け的な規模拡

大を抑制してきた。同時に，隣接農家の優先は圃場分散の

発生を未然に防ぎ，作業の効率性を確保してきたと言える。

　　ただし，繰り返しになるが，この集落機能は府県農村の

それと異なり，「農家間の調整の積み重ねの結果があたか

も『集落機能』が存在するかのように（坂下〔1991〕）」現

れたものである。従って，平等原理に基いた農地再配分＝

集落構成員の規模の底上げ・平準化は所得獲得手段の平等

的配分（さらに団地化を考慮すれば効率的配分）を意味し

ている。即ち，それは専業農家として互いに生き残ってい

く上で形成された自作農的農家集団の機能論理と言える。

　　対して，府県の農村集落における平等原理は土地の総有

観念，領域規範を基盤としており，北海道農村のそれとは

異なる。そこでの農村集落は水利の紐帯の下で固有の領土

を持った固定的，自治的存在であり，集落構成員からも自

律したような存在である。従って，１つにその農地は個々

の構成員にとって，家産であるとともに集落＝村の財産で

もある。２つに，その意味で個々の構成員が自由に農地の

受け手を選択し，売却・貸付けることは許されない場合も

多い。同時に，売買・貸借のいずれにしても，農業委員会

等の公的機関が直接的に関与することも難しい。そうした

下，集落構成員個々の営農存続，さらに村の維持を図るた

めに平等原理が働いている状況にある。その端的な動きと

して，例えば集落的合意に基づく集落営農化の方向が見ら

れる。

20）高度経済成長下の1970年代までの北海道では「先行不

安」「見きり」による離村離農＝旭川市，札幌市，帯広市，

釧路市などの中核都市への移動が一般的であった。そこで

の就業先としては労働市場の狭小性から人夫日雇い的労働

市場に組み込まれる者も多かったが，他面ではアパート，

風呂屋などの自営業に就く者も目立つ状況にあった。経営

主が若い時期の離農であったこと，同時に地価上昇期で土

地売却代の存在が再就職を可能にしていたのである。こう

した1960～70年代の離農動向に関しては川村・太田原

（1966），湯沢・岩元・七戸・大沼・太田原（1966），太田

原（1966），天間（1980）が代表的である。

　　また，近年の在村離農の動向について，十勝畑作地帯で

は井上（1990），空知水田地帯では塩沢（1990），谷本（

1994），細山（1995a）も参照されたい。

21）この表以降のデータ元である農業集落の調査は1955年臨

時農業基本調査を嚆矢としている。その農業集落は｢農家

が農業上相互に最も密接に共同しあっている農家集団｣と

定義され，具体的には「行政区や実行組合の重なり方や各

種集団の活動状況から，農業生産面及び生活面の共同の範

囲を調べて農業集落の範囲を決めた」のである。いわば，

社会的（属人的）関係が重視された調査であったと言える。

　　1970年農業センサスになると，農業集落は「農家の集団

であるという点で臨農の定義を踏襲しているが，集団形成

の土台には農業集落に属する土地があり，それを農業集落

の領域と呼び，この領域の確認に力点を置いて設定」され

ている。同時に，「この意味で農業集落の範囲を属地的に

とらえ，一定の土地（地理的な領域）と家（社会的な領域）

とを成立要件とした農村の地域社会であるという考え方を

とり，これを農業集落の区域とした」のであった。即ち，

属地的な概念も組み込まれたのであった。また，この考え

方は以降のセンサスにおいても踏襲されてきた。

　　だが，2005センサスでは調査体系と定義に変更があり，

次のようになっている。

　　第１に，「従来の『農業集落調査』と『林業地域調査』

を統合し，農山村地域資源の総量把握に重点を置いた『農
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　山村地域調査』として実施」され，そこから「集落機能の

ない農業集落であっても資源量把握の観点から調査対象と

することとし，農林行政の施策の対象範囲外である全域が

市街化区域である農業集落については調査対象から除外」

された。即ち，調査対象となる農業集落の定義に変更が生

じたのである。その結果，橋口（2008）が指摘するように，

全域が市街化区域に含まれる場合は除外されたにも拘らず，

総農業集落は13万9,465を数え，前期の 13万5,163を上回

る事態が発生している。

　　第２に，「農業集落における集落機能」等の把握では

「農山村地域調査結果を母集団として標本となる農業集落

を抽出し，2005年農林業センサスの付帯調査」として「農

村集落調査」が行われている。具体的には全農業集落13万

9,465のうち，｢集落機能のある｣11万897を対象とし，２万

3,194が抽出された下で実施された状況にある。その際，

｢集落機能｣の定義も2000年センサスとはやや異なり，橋口

（2008）によれば農業生産面がより重視された内容となり，

その下で調査対象も選定されたものとなっているのである。

　　このように上記諸点から，農業集落の把握として，2005

年センサスとそれ以前とは厳密に言うと連続していない点

がわかる。ただし，その下でも橋口（2008）は2000年と

2005年の包含関係に注意を払いつつ，全国を対象とした農

業（農村）集落の動向分析を行っており，ぜひ参照された

い。

22）この考察は安藤（2002）の論考に倣い，行ったものであ

る。

23）北海道における土地改良区の特徴に関しては坂下（1992）

を参照されたい。

24）付図は借地展開と耕作放棄地発生，経営耕地面積減少と

の関係を示している。

　　第１に，借地率（農家）と耕作放棄地面積割合（農家＋

土地持ち非農家）の関係を見ると，必ずしも逆相関の関係

にはないことがわかる。

　　即ち，借地が高位に展開すれば，それによって余剰農地

が吸収され，耕作放棄地発生も抑制されるはずであるが，

その関係は水田中核，畑作中核，また釧路といった地域以

外は明瞭ではない。根室では借地率が最も低いと同時に，

耕作放棄地面積割合も最も低い位置にあり，逆に道南地域

の渡島，檜山，後志，胆振では借地率が最も高位であると

ともに耕作放棄地面積割合も最も高位という関係にある。

こうした点から，借地率と耕作放棄地割合との間には正の

相関関係も見られるのである。

　　中でも，道南に関して言えば地域では農地供給が多い下

で借地率も高まるものの，担い手の層が薄い上に条件不良

農地も多いことから，引き受けられずに放棄される農地も

多い状況を示していると思われる。特に，渡島では借地率

が27％台と高位な反面，耕作放棄地面積割合も実に12％台

と１割台に達していることが注目される。

　　第２に，1990年代以降の増加借地面積率と経営耕地面積

減少率との関係を見ると，やはり逆相関の関係は現れず，

異なる複数のグループが確認される。

　　元来，増加借地面積率が高い地域ほど，それによって供

給農地がカバーされ，経営耕地面積減少率も抑制される方

向に直結することになる。だが，その逆相関関係が確認で

きるのは十勝，網走，釧路，空知の中核農業地域，また日

高のグループに限定される。

その１：借地率と耕作放棄地面積割合（2005年）

その２：増加借地面積率と経営耕地面積減少率（1990～2005年）

付図 　借地展開と経営耕地面積減少率，耕作放棄地面積率

資料：各年次農業センサス
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　ここでも根室は増加借地面積率がかなり低位な下，経営耕

地面積減少率が最も低位な位置にある。一方，道南地域の

胆振，檜山は増加借地面積率が最も高位ながらも，経営耕

地面積減少率は高い状況にある。さらに渡島，後志，石狩

になると，増加借地面積率が決して低位ではないにも拘わ

らず，経営耕地面積減少率は他グループを引き離して最も

高い水準に位置している。

　　これらに関しては次のように整理される。１つに，北海

道では売買による農地移動が多いことから，必ずしも増加

借地面積率が高いほど，経営耕地面積減少率が抑制される

わけではない。２つに，道南地域等では中山間地が含まれ

ることから，土地条件に劣る農地は購入されずに借地で対

応され，これが最終的には（農家のリタイアをもって）耕

作放棄地へ転化したと見られるのである。即ち，北海道に

おける農地の継承は売買によって実現され，対する（土地

条件不良な地域の）借地では実現されない場面も多いこと

を示している。

25）将来動向の推計方法は仁平（2005ａ）（2007）の論考を

参考にしている。

26）水田作地帯の中でも，南空知の南幌町，北村（現，岩

見沢市と合併）ではＪＡ等が誘導主体となって協業経営法

人化が進められている。同時に，この動きには個別経営

による離農跡地集積が将来的に困難となる恐れ，即ち地域

の農地継承，農業維持に関する危機意識も作用したものと

見られる。こうした点に関しては坂下（2004），仁平

（2005ａ）（2005ｂ）を参照されたい。
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